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平成２０年度常総市一般会計等の決算審査意見について 

 

 

 地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定に基づき，審査に付され

た平成２０年度常総市一般会計及び各特別会計歳入歳出決算並びに平成２０年度各基

金の運用状況について審査したので，次のとおり意見書を提出する。 
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平成２０年度常総市各会計歳入歳出決算及び基金の運用状況審査意見 

 
 

第１ 審査の対象 

 この審査は，平成２０年度の決算及び基金の運用状況を，地方自治法第２３３条第２項の規定

に基づき，常総市長から常総市監査委員の審査に付されたものである。 

 

  （１）平成２０年度常総市歳入歳出決算書 

      一般会計歳入歳出決算 

国民健康保険特別会計決算 

      老人保健特別会計決算 

      後期高齢者医療特別会計決算 

      介護保険特別会計決算 

      介護サービス事業特別会計決算 

公共下水道事業特別会計決算 

      大生郷特定公共下水道事業特別会計決算 

      農業集落排水事業特別会計決算 

      自動車学校事業特別会計決算 

 

  （２）政令で定める書類 

      各会計歳入歳出決算事項別明細書 

      実質収支に関する調書 

      財産に関する調書 

 

  （３）基金の運用状況調書 

      用品調達基金 

      土地開発基金 

      収入証紙購入基金 

      文化・スポーツ振興基金 

      奨学資金貸与基金 

 

 

第２ 審査の期間 

   平成２１年７月６日から平成２１年８月１７日まで 

 

 

第３ 審査の方法 

審査にあたっては，各会計歳入歳出決算書，その他政令で定める書類及び基金の運用状況調書

等について関係諸帳簿と照合し，決算計数の正確性を精査するとともに，関係職員から説明を求

めた。 

また，既に実施した定期監査及び例月出納検査の結果を参考にし，決算計数の正確性，予算執

行状況の適否等について審査を行った。  

基金の運用状況については，その計数が正確であるか，また，基金が適正に運用されているか

を主眼として実施した。 

   なお，末尾に参考資料を添付してあるので，参考に供されたい。 

 

 

第４ 審査の結果 

   平成２０年度常総市各会計歳入歳出決算書，及びその他政令で定める書類等と歳入・歳出伝票

及び証書類等を照合した結果，計数はいずれも正確であると認められた。また，基金運用状況調

書についても，計数が正確であると認められた。 
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第５ 審査の概要及び意見  

 

１ 各会計の総括 

 

各会計の決算額については，次表のとおりである。 

 
（単位　円）

21,628,798,151 20,862,073,512 766,724,639

国民健康保険 7,267,615,312 7,187,686,248 79,929,064

老人保健 614,999,298 545,039,256 69,960,042

後期高齢者医療 839,509,080 807,746,944 31,762,136

介護保険 3,226,417,878 3,198,560,395 27,857,483

介護サービス事業 5,039,750 3,367,985 1,671,765

公共下水道事業 1,533,516,241 1,483,377,708 50,138,533

大生郷特定
公共下水道事業

241,381,534 196,236,625 45,144,909

農業集落排水事業 309,184,309 306,785,081 2,399,228

自動車学校事業 120,547,944 118,193,887 2,354,057

小　計 14,158,211,346 13,846,994,129 311,217,217

35,787,009,497 34,709,067,641 1,077,941,856

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

合　計

　一　般　会　計

特
　
別
　
会
　
計

区　分

 
 

 

 

平成２０年度常総市各会計決算を総括すると，歳入決算額は３５,７８７,００９,４９７円（一般

会計２１,６２８,７９８,１５１円，特別会計１４,１５８,２１１,３４６円），歳出決算額は３４,７０

９,０６７,６４１円（一般会計２０,８６２,０７３,５１２円，特別会計１３,８４６,９９４,１２９円）

で，歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額は１,０７７,９４１,８５６円（一般会計７６６,７２

４,６３９円，特別会計３１１,２１７,２１７円）である。 
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各会計の歳入・歳出の執行については，次表のとおりである。 

 

対予算 対調定

23,012,959,000 24,285,182,941 21,628,798,151 158,291,501 94.0 89.1

国民健康保険 7,235,453,000 8,421,816,491 7,267,615,312 96,468,968 100.4 86.3

老人保健 582,475,000 614,999,298 614,999,298 0 105.6 100.0

後期高齢者医療 838,110,000 841,573,580 839,509,080 0 2,064,500 100.2 99.8

介護保険 3,220,039,000 3,246,298,653 3,226,417,878 1,715,200 100.2 99.4

介護サービス 5,049,000 5,039,750 5,039,750 0 99.8 100.0

公共下水道 1,826,943,000 1,559,801,255 1,533,516,241 930,000 83.9 98.3

大生郷特定
公共下水道

310,670,000 241,381,534 241,381,534 0 77.7 100.0

農業集落排水 308,916,000 313,743,328 309,184,309 0 100.1 98.5

自動車学校 135,305,000 120,547,944 120,547,944 0 89.1 100.0

小　計 14,462,960,000 15,365,201,833 14,158,211,346 99,114,168 97.9 92.1

37,475,919,000 39,650,384,774 35,787,009,497 257,405,669 95.5 90.3

23,012,959,000 20,862,073,512 1,676,811,000 474,074,488 90.7

国民健康保険 7,235,453,000 7,187,686,248 0 47,766,752 99.3

老人保健 582,475,000 545,039,256 0 37,435,744 93.6

後期高齢者医療 838,110,000 807,746,944 0 30,363,056 96.4

介護保険 3,220,039,000 3,198,560,395 0 21,478,605 99.3

介護サービス 5,049,000 3,367,985 0 1,681,015 66.7

公共下水道 1,826,943,000 1,483,377,708 333,767,000 9,798,292 81.2

大生郷特定
公共下水道

310,670,000 196,236,625 110,700,000 3,733,375 63.2

農業集落排水 308,916,000 306,785,081 0 2,130,919 99.3

自動車学校 135,305,000 118,193,887 0 17,111,113 87.4

小　計 14,462,960,000 13,846,994,129 444,467,000 171,498,871 95.7

37,475,919,000 34,709,067,641 2,121,278,000 645,573,359 92.6

311,217,217

1,077,941,856

50,138,533

45,144,909

2,399,228

2,354,057

766,724,639

79,929,064

69,960,042

27,857,483

31,762,136

（単位　円）

項　目
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

収入率（％）

25,355,014

0

【会計別歳入歳出決算状況】

【歳　入】

合　　計 3,605,969,608

会　計

　一般会計 2,498,093,289

特
　
別
　
会
　
計

1,057,732,211

0

18,165,575

0

（単位　円）

4,559,019

0

1,107,876,319

【歳　出】

項　目
予算現額 支出済額 収入済額－支出済額

1,671,765

合　　計

会　計

　一般会計

特
　
別
　
会
　
計

翌年度繰越額 不用額 執行率（％）

 
 

  歳入については，不納欠損額が，一般会計１５８,２９１,５０１円，特別会計９９,１１４,１６８円

で，合計２５７,４０５,６６９円である。収入未済額は，一般会計２,４９８,０９３,２８９円，特別

会計１,１０７,８７６,３１９円で，合計３,６０５,９６９,６０８円である。 

収入率は，一般会計が予算に対し９４.０％，調定に対し８９.１％，特別会計が予算に対し９７.９％，

調定に対し９２.１％である。 

歳出については，一般会計９０.７％，特別会計９５.７％の執行率である。 

翌年度繰越額は，一般会計１,６７６,８１１,０００円，特別会計４４４,４６７,０００円で，合計２,

１２１,２７８,０００円である。 
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 ２ 一  般  会  計 

    

平成２０年度一般会計歳入支出予算については，当初予算に歳入歳出それぞれ２０,３９０,０００,

０００円 を計上し，補正予算において１, ７０６,３７３,０００円を増額し，議決予算額は２２,０９

６,３７３,０００円となった。これに継続費及び繰越事業費繰越財源充当額９１６,５８６,０００円を

加えた歳入歳出予算現額は，それぞれ２３,０１２,９５９,０００円であり，前年度と比較すると７６

７,７０８,０００円（３.５％）の増となっている。 

   歳入決算額は２１,６２８,７９８,１５１円で，予算現額に対する収入率は９４.０％となり，調定額

２４,２８５,１８２,９４１円に対する収入率は８９.１％であり，歳入決算額を前年度と比較すると８

２,３２７,３６３円（０.４％）の増となっている。 

   歳出決算額は２０,８６２,０７３,５１２円で，予算現額に対する執行率は９０.７％であり，翌年度

へ１,６７６,８１１,０００円の事業繰り越しをし，不用額は４７４,０７４,４８８円であり，歳出決算

額を前年度と比較すると１７,３２１,６０８円（０.１％）の増となっている。 

   歳入歳出差引額は７６６,７２４,６３９円で，翌年度への事業繰り越しに係る財源として１３５,０

９５,０００円を２１年度へ繰り越しているため，本年度の実質収支額は６３１,６２９,６３９円とな

っている。 

 

（決算収支状況の前年度比較） 

平 成 ２ ０ 年 度 平 成 １ ９ 年 度 差 引 増 減 　増減率

　　　　　　　　　 　　A 　　　　　　　　　 　　B 　　(A-B)　　    　　C　        C/B

円 円 円 ％

23,012,959,000 22,245,251,000 767,708,000 3.5

歳 入 決 算 額 ② 21,628,798,151 21,546,470,788 82,327,363 0.4

歳 出 決 算 額 ③ 20,862,073,512 20,844,751,904 17,321,608 0.1

歳 入 歳 出 差 引 額 ④

         （②ー③）

翌 年 度 繰 越 財 源 ⑤ 135,095,000 65,227,000 69,868,000 107.1

実 質 収 支 ⑥
         （④ー⑤）

631,629,639

9.3

636,491,884 △ 4,862,245 △ 0.8

区　　　　　分

歳入歳出予算現額 ①

701,718,884 65,005,755766,724,639

 
 

（決算規模の前年度比較） 

　　金　　　　　　　額 　指　　数 　　金　　　　　　　額 　指　　数
円 円 円

21,628,798,151 100.4 20,862,073,512 100.1 766,724,639

１９年度 21,546,470,788 100.0 20,844,751,904 100.0 701,718,884

差引増減 82,327,363 0.4 17,321,608 0.1 65,005,755

歳入歳出差引額区　　　分

２０年度

歳  入  決  算  額 歳  出  決  算  額

  
   

決算収支の対前年度比較及び決算規模の推移は前表のとおりである。 

平成１９年度を１００.０とする指数については，歳入決算額が１００.４ポイント，歳出決算額が

１００.１ポイントとなっている。 
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（１） 歳 入 

  収入の主なものは，市税が１０,４４１,７０６,２７９円で，その他１０億円以上の収入は，地方

交付税２,８８５,９１７,０００円，市債１,９３５,２３７,０００円，国庫支出金１,８０４,８３０,

０３８円，県支出金１,０７７,０１６,６２７円である。不納欠損額１５８,２９１,５０１円の主な

ものは，市税の１５６,３４１,２４１円である。 

 

なお，款別の収入済額等については，次表のとおりである。 

（単位　円）

1 市税 10,454,523,000 11,494,585,334 10,441,706,279 156,341,241 896,537,814

2 地方譲与税 475,000,000 471,742,000 471,742,000 0 0

3 利子割交付金 37,000,000 32,740,000 32,740,000 0 0

４ 配当割交付金 39,000,000 11,295,000 11,295,000 0 0

５ 株式等譲渡
   所得割交付金

20,000,000 5,221,000 5,221,000 0 0

６ 地方消費税
   交付金

663,000,000 646,782,000 646,782,000 0 0

７ ゴルフ場利用
   税交付金

41,000,000 41,075,314 41,075,314 0 0

８ 自動車取得
   税交付金

215,000,000 196,722,000 196,722,000 0 0

９ 地方特例交付金 114,324,000 114,324,000 114,324,000 0 0

１０ 地方交付税 2,656,418,000 2,885,917,000 2,885,917,000 0 0

１１ 交通安全対
     策特別交付金

13,000,000 10,901,000 10,901,000 0 0

１２ 分担金及び
     負担金

271,466,000 275,631,794 267,808,984 166,000 7,656,810

１３ 使用料及び
     手数料

271,590,000 292,021,382 279,806,771 1,607,330 10,607,281

１４ 国庫支出金 3,090,467,000 3,046,446,038 1,804,830,038 0 1,241,616,000

１５ 県支出金 1,087,955,000 1,077,016,627 1,077,016,627 0 0

１６ 財産収入 154,856,000 168,077,135 168,077,135 0 0

１７ 寄附金 1,301,000 1,946,422 1,946,422 0 0

１８ 繰入金 61,751,000 61,703,300 61,703,300 0 0

１９ 繰越金 701,718,000 701,718,884 701,718,884 0 0

２０ 諸収入 370,590,000 513,979,711 472,227,397 176,930 41,575,384

２１ 市債 2,273,000,000 2,235,337,000 1,935,237,000 0 300,100,000

合　　　計 23,012,959,000 24,285,182,941 21,628,798,151 158,291,501 2,498,093,289

不納欠損額 収入未済額区　　　分 予算現額 調定額 収入済額
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第１款 市税 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
A B C D B-C-D C/A C/B
円 円 円 円 円 % %

10,454,523,000 11,494,585,334 10,441,706,279 156,341,241 896,537,814 99.9 90.8

１９年度 10,373,043,000 11,588,121,007 10,491,182,514 155,350,944 941,587,549 101.1 90.5

差引増減 81,480,000 △ 93,535,673 △ 49,476,235 990,297 △ 45,049,735 △ 1.2 0.3

２０年度

区　　分
収 入 率

 
 

市税は，予算現額１０,４５４,５２３,０００円に対し，１１,４９４,５８５,３３４円を調定し，１

０,４４１,７０６,２７９円が収入され，不納欠損額が１５６,３４１,２４１円，収入未済額は８９６,

５３７,８１４円であり，予算現額に対する収入率は，９９.９％，調定額に対する収入率は９０.８％

となっている。 

収入済額の内訳は，現年課税分が１０,２５６,６７６,６００円，滞納繰越分が１８５,０２９,６７

９円である。各市税の収入状況については，次表のとおりである。 

 

円 円 円 円 円

現年課税分 3,008,519,000 3,119,847,300 2,989,208,614 0 130,638,686

滞納繰越分 85,254,000 368,652,257 87,831,094 57,796,894 223,024,269

現年課税分 1,598,047,000 1,640,392,900 1,625,761,300 0 14,631,600

滞納繰越分 1,777,000 14,526,543 2,034,050 1,834,050 10,658,443

4,693,597,000 5,143,419,000 4,704,835,058 59,630,944 378,952,998

現年課税分 4,748,851,000 4,928,074,200 4,784,134,436 0 143,939,764

滞納繰越分 99,076,000 509,828,582 88,034,090 90,818,177 330,976,315

国有資産等

所在市町村 7,815,000 7,040,000 7,040,000 0 0

交付金

4,855,742,000 5,444,942,782 4,879,208,526 90,818,177 474,916,079

現年課税分 111,233,000 114,819,000 109,420,505 0 5,398,495

滞納繰越分 3,504,000 15,897,150 2,498,850 1,114,050 12,284,250

計 114,737,000 130,716,150 111,919,355 1,114,050 17,682,745

現年課税分 532,061,000 480,713,616 480,713,616 0 0

計 532,061,000 480,713,616 480,713,616 0 0

現年課税分 253,161,000 259,272,800 251,699,929 0 7,572,871

滞納繰越分 5,225,000 26,822,786 4,631,595 4,778,070 17,413,121

計 258,386,000 286,095,586 256,331,524 4,778,070 24,985,992

現年課税分 0 8,698,200 8,698,200 0 0

計 0 8,698,200 8,698,200 0 0

現年課税分 10,259,687,000 10,558,858,016 10,256,676,600 0 302,181,416

滞納繰越分 194,836,000 935,727,318 185,029,679 156,341,241 594,356,398

計 10,454,523,000 11,494,585,334 10,441,706,279 156,341,241 896,537,814

都市計画税

不納欠損額 収入未済額予算現額 調定額 収入済額

軽自動車税

区　　　　　分

固定資産税計

合　　　　計

市民税計

市民税

固定資産税

現年課税分

固定資産税

個人

法人

特別土地保有税

市町村たばこ税

  
 

市税の収入済額は１０,４４１,７０６,２７９円で，前年度より４９,４７６,２３５円（０.５％）の

減収となっている。〔現年課税分７３,０１５,１６４円（０.７％）の減，滞納繰越分では２３,５３８,

９２９円（１４.６％）増〕 

市税収入の主たるものは，市民税が４,７０４,８３５,０５８円，固定資産税が４,８７９,２０８,５

２６円である。 

 また，調定額に対する収入率は，現年課税分が９７.１％，滞納繰越分が１９.８％で，合計では９

０.８％となっている。 

 不納欠損処分状況は，別表第３のとおりである。 

本年度の市税の不納欠損額は６,９９６件，１５６,３４１,２４１円で，前年度より９９０,２９７円 

（０.６％）の増となっている。主なものは，固定資産税９０,８１８,１７７円，個人市民税５７,７９ 

６,８９４円，都市計画税４,７７８,０７０円である。これらは，地方税法第１５条の７及び同法第１ 

８条の規定に基づき，合法的に処理されたものであり，その手続きは，適正に執行されたものと認め 
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られた。また，これに伴って不納欠損処分した督促手数料は３４９,９５０円である。 

   市税は，歳入全体の４８.３％を占めており，歳入の根幹をなすものである。同時に，一般会計の不

納欠損額及び収入未済額の大半を占めるのも市税である。税負担公平の見地からも滞納については十

分な調査を行い，臨戸徴収を行うなど滞納整理に創意工夫と努力を望むものである。 

 

 第２款 地方譲与税 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

475,000,000 471,742,000 471,742,000 0 99.3 100.0

１９年度 475,000,000 491,297,000 491,297,000 0 103.4 100.0

差引増減 0 △ 19,555,000 △ 19,555,000 0 △ 4.1 0.0

２０年度

区　　分
収 入 率

  
 

地方譲与税は，予算現額４７５,０００,０００円に対し，４７１,７４２,０００円が調定額どおり収

入されており，予算現額に対する収入率は９９.３％であり，収入済額は，前年度より１９,５５５,０

００円（４.０％）の減収となっている。 

収入済額の内訳は，自動車重量譲与税が３５７,０１８,０００円で，前年度より８,１３０,０００円

（２.２％）の減収，地方道路譲与税が１１４,７２４,０００円で前年度より１１,４２５,０００円（９.

１％）の減収となっている。 

  

第３款 利子割交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

37,000,000 32,740,000 32,740,000 0 88.5 100.0

１９年度 30,000,000 32,247,000 32,247,000 0 107.5 100.0

差引増減 7,000,000 493,000 493,000 0 △ 19.0 0.0

２０年度

区　　分
収 入 率

  
 

利子割交付金は，予算現額３７,０００,０００円に対し，３２,７４０,０００円が調定額どおり収

入されており，予算現額に対する収入率は８８.５％であり，収入済額は，前年度より４９３,０００

円（１.５％）の増収となっている。 

  

 第４款 配当割交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

39,000,000 11,295,000 11,295,000 0 29.0 100.0

１９年度 23,000,000 33,358,000 33,358,000 0 145.0 100.0

差引増減 16,000,000 △ 22,063,000 △ 22,063,000 0 △ 116.0 0.0

２０年度

区　　分
収 入 率

 
  

配当割交付金は，予算現額３９,０００,０００円に対し，１１,２９５,０００円が調定額どおり収

入されており，予算現額に対する収入率は２９.０％であり，収入済額は，前年度より２２,０６３,

０００円（６６.１％）の減収となっている。 

 

第５款 株式等譲渡所得割交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

20,000,000 5,221,000 5,221,000 0 26.1 100.0

１９年度 28,000,000 17,968,000 17,968,000 0 64.2 100.0

差引増減 △ 8,000,000 △ 12,747,000 △ 12,747,000 0 △ 38.1 0.0

２０年度

区　　分
収 入 率
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 株式等譲渡割交付金は，予算現額２０,０００,０００円に対し，５,２２１,０００円が調定額どお 

り収入されており，予算現額に対する収入率は２６.１％であり，収入済額は，前年度より１２,７４ 

７,０００円（７０.９％）の減収となっている。 

 

 

第６款 地方消費税交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

663,000,000 646,782,000 646,782,000 0 97.6 100.0

１９年度 674,000,000 681,152,000 681,152,000 0 101.1 100.0

差引増減 △ 11,000,000 △ 34,370,000 △ 34,370,000 0 △ 3.5 0.0

２０年度

区　　分
収 入 率

  
 

地方消費税交付金は，予算現額６６３,０００,０００円に対し，６４６,７８２,０００円が調定額 

どおり収入されており，予算現額に対する収入率は９７.６％であり，収入済額は，前年度より３４,

３７０,０００円（５.０％）の減収となっている。 

 

 

 第７款 ゴルフ場利用税交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

41,000,000 41,075,314 41,075,314 0 100.2 100.0

１９年度 41,000,000 42,244,864 42,244,864 0 103.0 100.0

差引増減 0 △ 1,169,550 △ 1,169,550 0 △ 2.8 0.0

２０年度

区　　分
収 入 率

  
 

ゴルフ場利用税交付金は，予算現額４１,０００,０００円に対し，４１,０７５,３１４円が調定額 

どおり収入されており，予算現額に対する収入率は１００.２％であり，収入済額は，前年度より１,

１６９,５５０円（２.８％）の減収となっている。 

 

 

 第８款 自動車取得税交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

215,000,000 196,722,000 196,722,000 0 91.5 100.0

１９年度 215,000,000 213,258,000 213,258,000 0 99.2 100.0

差引増減 0 △ 16,536,000 △ 16,536,000 0 △ 7.7 0.0

２０年度

区　　分
収 入 率

  
 

  自動車取得税交付金は，予算現額２１５,０００,０００円に対し，１９６,７２２,０００円が調定 

額どおり収入されており，予算現額に対する収入率は９１.５％であり，収入済額は，前年度より１６, 

５３６,０００円（７.８％）の減収となっている。 

  

 

 第９款 地方特例交付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

114,324,000 114,324,000 114,324,000 0 100.0 100.0

１９年度 73,129,000 73,129,000 73,129,000 0 100.0 100.0

差引増減 41,195,000 41,195,000 41,195,000 0 0.0 0.0

２０年度

区　　分
収 入 率
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  地方特例交付金は，予算現額１１４,３２４,０００円に対し，同額が調定額どおり収入されており 

収入済額は，前年度より４１,１９５,０００円（５６.３％）の増収となっている。 

  

 

 第１０款 地方交付税 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

2,656,418,000 2,885,917,000 2,885,917,000 0 108.6 100.0

１９年度 2,542,391,000 2,771,619,000 2,771,619,000 0 109.0 100.0

差引増減 114,027,000 114,298,000 114,298,000 0 △ 0.4 0.0

区　　分
収 入 率

２０年度

 
 

 地方交付税は，予算現額２,６５６,４１８,０００円に対し，２,８８５,９１７,０００円が調定額ど 

おり収入されており，予算現額に対する収入率は１０８.６％であり，収入済額は，前年度より１１４, 

２９８,０００円（４.１％）の増収である。 

 収入済額の内訳は，普通交付税が２,２０６,４１８,０００円で，前年度より１１４,０２７,０００ 

円（５.４％）の増収，特別交付税が６７９,４９９,０００円で，前年度より２７１,０００円（０.０％） 

の増収となっている。 

 

 

第１１款 交通安全対策特別交付金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

13,000,000 10,901,000 10,901,000 0 83.9 100.0

１９年度 13,000,000 13,307,000 13,307,000 0 102.4 100.0

差引増減 0 △ 2,406,000 △ 2,406,000 0 △ 18.5 0.0

区　　分
収 入 率

２０年度

 
 

  交通安全対策特別交付金は，予算現額１３,０００,０００円に対し，１０,９０１,０００円が調定額 

どおり収入さており，予算現額に対する収入率は８３.９％であり，収入済額は，前年度より２,４０ 

６,０００円（１８.１％）の減収となっている。 

 

 

第１２款 分担金及び負担金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 収 入 未 済 額
A B C Ｄ B-C-Ｄ C/A C/B
円 円 円 円 % %

271,466,000 275,631,794 267,808,984 166,000 7,656,810 98.7 97.2

１９年度 326,247,000 311,913,812 295,302,552 0 16,611,260 90.5 94.7

差引増減 △ 54,781,000 △ 36,282,018 △ 27,493,568 166,000 △ 8,954,450 8.2 2.5

区　　分
収 入 率

２０年度

    
 

分担金及び負担金は，予算現額２７１,４６６,０００円に対し，２７５,６３１,７９４円を調定，２ 

６７,８０８,９８４円が収入され，不納欠損額が１６６,０００円，収入未済額は７,６５６,８１０円 

であり，収入済額の予算現額に対する収入率は９８.７％，調定額に対する収入率は９７.２％，収入 

済額は，前年度より２７,４９３,５６８円（９.３％）の減収となっている。 

 なお，負担金の収入未済額７,６５６,８１０円は，児童福祉費負担金（保育料）である。 

 児童福祉費負担金（保育料）の収入未済額については，受益者負担金の公平と収入確保のため，適

切な納付指導による早期収納に一層の努力を望むものである。 
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第１３款 使用料及び手数料 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 収 入 未 済 額
A B C Ｄ B-C-Ｄ C/A C/B
円 円 円 円 円 % %

271,590,000 292,021,382 279,806,771 1,607,330 10,607,281 103.0 95.8

１９年度 276,574,000 288,504,975 276,898,335 293,600 11,313,040 100.1 96.0

差引増減 △ 4,984,000 3,516,407 2,908,436 1,313,730 △ 705,759 2.9 △ 0.2

区　　分
収 入 率

２０年度

 
 

使用料及び手数料は，予算現額２７１,５９０,０００円に対し，２９２,０２１,３８２円を調定，２

７９,８０６,７７１円が収入され，不納欠損額が１,６０７,３３０円，収入未済額は１０,６０７,２８

１円であり，収入済額の予算現額に対する収入率は１０３.０％，調定額に対する収入率は９５.８％，

収入済額は，前年度より２,９０８,４３６円（１.１％）の増収となっている。 

収入済額の内訳は，使用料が２３５,８３５,１３５円で，前年度より２,６８２,４４１円（１.２％）

の増収，手数料が４３,９７１,６３６円で，前年度より２２５,９９５円（０.５％）の増収となってい

る。 

 なお，使用料の収入未済額７,１７８,８６０円の主なものは，土木使用料の住宅使用料７,１４８,

４６０円である。 

 住宅使用料の収入未済額については，使用者負担の公平と収入確保のため，適切な納付指導による 

早期収納に一層の努力を望むものである。 

 

 

第１４款 国庫支出金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

3,090,467,000 3,046,446,038 1,804,830,038 1,241,616,000 58.4 59.2

１９年度 2,492,499,000 2,430,027,167 2,096,727,167 333,300,000 84.1 86.3

差引増減 597,968,000 616,418,871 △ 291,897,129 908,316,000 △ 25.7 △ 27.1

区　　分
収 入 率

２０年度

 
 

国庫支出金は，予算現額３,０９０,４６７,０００円に対し，３,０４６,４４６,０３８円を調定，１,

８０４,８３０,０３８円が収入され，収入未済額は１,２４１,６１６,０００円であり，収入済額の予算

現額に対する収入率は５８.４％，調定額に対する収入率は５９.２％，収入済額は，前年度より２９１,

８９７,１２９円（１３.９％）の減収となっている。 

収入済額の内訳は，国庫負担金が１,１２０,１０４,３０２円で，前年度より１００,３０５,７６５ 

円（９.８％）の増収，国庫補助金が６３２,３５０,０００円で，前年度より３９８,５８４,０００円

（３８.７％）の減収，委託金が５２,３７５,７３６円で前年度より６,３８１,１０６円（１３.９％）

の増収となっている。 

なお，収入未済額１,２４１,６１６,０００円の主なものは，総務費国庫補助金の総務管理費国庫補

助金１,１９９,６３７,０００円である。 

 

 

第１５款 県支出金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

1,087,955,000 1,077,016,627 1,077,016,627 0 99.0 100.0

１９年度 1,078,653,000 1,044,358,897 1,044,358,897 0 96.8 100.0

差引増減 9,302,000 32,657,730 32,657,730 0 2.2 0.0

区　　分
収 入 率

２０年度
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 県支出金は，予算現額１,０８７,９５５,０００円に対し，１,０７７,０１６,６２７円が調定額どお 

り収入されており，予算現額に対する収入率は９９.０％であり，収入済額は，前年度より３２,６５ 

７,７３０円（３.１％）の増収となっている。 

収入済額の内訳は，県負担金が５０２,５６５,６３３円で，前年度より，５９,９２６,６７８円（１ 

３.５％）の増収，県補助金が３８０,７２９,３２０円で，前年度より３６,５５２,００５円（８.８％）

の減収，委託金が１９３,７２１,６７４円で前年度より９,２８３,０５７円（５.０％）の増収となっ

ている。 

 

 

第１６款 財産収入 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

154,856,000 168,077,135 168,077,135 0 108.5 100.0

１９年度 131,563,000 137,432,000 137,432,000 0 104.5 100.0

差引増減 23,293,000 30,645,135 30,645,135 0 4.0 0.0

区　　分
収 入 率

２０年度

 
 

財産収入は，予算現額１５４,８５６,０００円に対し，１６８,０７７,１３５円が調定額どおり収入 

されており，収入済額の予算現額に対する収入率は１０８.５％で，収入済額は，前年度より３０,６

４５,１３５円（２２.３％）の増収となっている。 

 収入済額の内訳は，財産運用収入が３６,２３４,１０５円で前年度より１,１７６,４１０円（３.

１％）の減収，財産売払収入が１３１,８４３,０３０円，で前年度より３１,８２１,５４５円（３１.

８％）の増収となっている。 

 

 

第１７款 寄付金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

1,301,000 1,946,422 1,946,422 0 149.6 100.0

１９年度 571,000 1,770,000 1,770,000 0 310.0 100.0

差引増減 730,000 176,422 176,422 0 △ 160.4 0.0

区　　分
収 入 率

２０年度

 
 

寄付金は，予算現額１,３０１,０００円に対し，１,９４６,４２２円が調定額どおり収入されており， 

収入済額の予算額に対する収入率は１４９.６％で，収入済額は，前年度より１７６,４２２円（１０.

０％）の増収となっている。 

 

 

第１８款 繰入金 
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

61,751,000 61,703,300 61,703,300 0 99.9 100.0

１９年度 10,010,000 9,765,246 9,765,246 0 97.6 100.0

差引増減 51,741,000 51,938,054 51,938,054 0 2.3 0.0

区　　分
収 入 率

２０年度

 
 

繰入金は，予算現額６１,７５１,０００円に対し，６１,７０３,３００円が調定額どおり収入されて 

おり，収入済額の予算現額に対する収入率は９９.９％で，収入済額は，前年度より５１,９３８,０５

４円（５３１.９％）の増収となっている。 
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第１９款 繰越金 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

701,718,000 701,718,884 701,718,884 0 100.0 100.0

１９年度 581,958,000 581,958,673 581,958,673 0 100.0 100.0

差引増減 119,760,000 119,760,211 119,760,211 0 0.0 0.0

区　　分
収 入 率

２０年度

 
 

 繰越金は，予算現額７０１,７１８,０００円に対し，７０１,７１８,８８４円が調定額どおり収入さ

れており，収入済額の予算現額に対する収入率は１００.０％で，収入済額は，前年度より１１９,７

６０,２１１円（２０.６％）の増収となっている。 

 

 

第２０款 諸収入 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 収 入 未 済 額
A B C D B-C-D C/A C/B
円 円 円 円 円 % %

370,590,000 513,979,711 472,227,397 176,930 41,575,384 127.4 91.9

１９年度 425,513,000 525,470,854 483,695,540 139,300 41,636,014 113.7 92.0

差引増減 △ 54,923,000 △ 11,491,143 △ 11,468,143 37,630 △ 60,630 13.7 △ 0.1

区　　分
収 入 率

２０年度

 

 諸収入は，予算現額３７０,５９０,０００円に対し，５１３,９７９,７１１円を調定，４７２,２２ 

７,３９７円が収入され，不納欠損が１７６,９３０円，収入未済額は４１,５７５,３８４円であり，収 

入済額の予算現額に対する収入率は１２７.４％，調定額に対する収入率は９１.９％，収入済額は， 

前年度より１１,４６８,１４３円（２.４％）の減収となっている。 

収入済額の内訳は，延滞金，加算金及び過料が３４,５３８,５６７円で，前年度より１９,８０２, 

８５０円(１３４.４%)の増収，市預金利子が４,０１３,９２２円で，前年度より３３,８７４円（０.

８％）の減収，貸付金元利収入が４２,３０６,７５３円で１４,５６９,５６８円（２５.６％）の減収，

受託事業収入が１６,９６６,９６４円で,前年度より１,９７８,３９８円（１０.４％）の減収,雑入が３

７４,４０１,１９１円で前年度より１４,６８９,１５３円（３.８％）の減収となっている。 

なお，収入未済額４１,５７５,３８４円の内訳は，雑入である。 

 

 
第２１款 市債 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
A B C B-C C/A C/B
円 円 円 円 % %

2,273,000,000 2,235,337,000 1,935,237,000 300,100,000 85.1 86.6

１９年度 2,434,100,000 2,268,400,000 1,757,800,000 510,600,000 72.2 77.5

差引増減 △ 161,100,000 △ 33,063,000 177,437,000 △ 210,500,000 12.9 9.1

区　　分
収 入 率

２０年度

 
 

市債は，予算現額２,２７３,０００,０００円に対し，２,２３５,３３７,０００円を調定，１,９３５, 

２３７,０００円が収入され，収入未済額は３００,１００,０００円であり，収入済額の予算現額に対

する収入率は８５.１％で，収入済額は，前年度より１７７,４３７,０００円（１０.１％）の増収とな

っている。 
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（２） 歳 出 

  歳出決算額の款別の支出済額等については，次表のとおりである。 

 

　決　算　額　　Ａ 構成比 　決　算　額　　Ｂ 構成比 　　（Ａ－Ｂ）　　Ｃ Ｃ／Ｂ
円 ％ 円 ％ 円 ％

254,636,158 1.2 258,415,869 1.2 △ 3,779,711 △ 1.5

総 務 費 2,849,939,093 13.7 3,032,373,492 14.6 △ 182,434,399 △ 6.0

民 生 費 5,563,307,406 26.7 5,389,525,525 25.9 173,781,881 3.2

衛 生 費 1,903,423,296 9.1 1,934,372,820 9.3 △ 30,949,524 △ 1.6

労 働 費 25,003,752 0.1 22,230,914 0.1 2,772,838 12.5

農林水産業
費

859,551,885 4.1 946,316,620 4.5 △ 86,764,735 △ 9.2

商 工 費 215,875,142 1.0 241,784,754 1.2 △ 25,909,612 △ 10.7

土 木 費 3,066,212,763 14.7 3,238,942,376 15.5 △ 172,729,613 △ 5.3

消 防 費 1,188,109,853 5.7 1,207,394,907 5.8 △ 19,285,054 △ 1.6

教 育 費 2,434,602,514 11.7 2,188,443,375 10.5 246,159,139 11.2

公 債 費 2,501,411,650 12.0 2,384,951,252 11.4 116,460,398 4.9

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

計 20,862,073,512 100.0 20,844,751,904 100.0 17,321,608 0.1

比較増減

議 会 費

区     分
平成２０年度 平成１９年度

 
 

一般会計歳出決算は，予算現額２３,０１２,９５９,０００円に対し，支出済額は２０,８６２,０ 

７３,５１２円で，翌年度へ１,６７６,８１１,０００円を繰り越し，不用額は，４７４,０７４,４８

８円となっており，予算現額に対する執行率は９０.７％である。支出済額は，前年度より１７,

３２１,６０８円（０.１％）の増加となっている。 

 また，翌年度繰越額は，総務費１,１３４,７０９,０００円，土木費３５５,４０３,０００円，教 

育費１３０,３３０,０００円，民生費３６,３６９,０００円，消防費２０,０００,０００円である。 

 

 

款ごとの歳出決算状況及び対前年度比較は，次のとおりである。 

 

第１款 議会費 
予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

256,495,000 254,636,158 0 1,858,842 99.3 1.2

１９ 年 度 262,293,000 258,415,869 0 3,877,131 98.5 1.2

差引増減 △ 5,798,000 △ 3,779,711 0 △ 2,018,289 0.8 0.0

区　　 分

２０ 年 度

 
 

議会費は，予算現額２５６,４９５,０００円に対し，支出済額は２５４,６３６,１５８円で， 

不用額は１,８５８,８４２円である。執行率は９９.３％であり，前年度より３,７７９,７１１

円（１.５％）の減となっている。支出済額は，総支出済額の１.２％を占めている。 

  支出済額の主なものは，議員報酬１２３,０２０,０００円である。 
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第２款 総務費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

4,035,218,000 2,849,939,093 1,134,709,000 50,569,907 70.6 13.7

１９ 年 度 3,111,336,000 3,032,373,492 14,277,000 64,685,508 97.5 14.6

差引増減 923,882,000 △ 182,434,399 1,120,432,000 △ 14,115,601 △ 26.9 △ 0.9

区　　 分

２０ 年 度

 
 

総務費は，予算現額４,０３５,２１８,０００円に対し，支出済額は２,８４９,９３９,０９

３円で,翌年度へ１,１３４,７０９,０００円を繰り越し，不用額は５０,５６９,９０７円であ

る。執行率は７０.６％であり，前年度より１８２,４３４,３９９円（６.０％）の減となって

いる。支出額は，総支出済額の１３.７％を占め，第３位である。 

  支出済額の主なものは，企画費の下妻地方広域事務組合負担金１５１,５５７,０００円，常 

総地方広域市町村圏事務組合負担金１０４,９４３,０００円である。 

  なお，翌年度繰越額１,１３４,７０９,０００円の主なものは，定額給付金給付事業費の繰越 

明許費１,０８２,０３２,０００円である。 

 

第３款 民生費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

5,754,505,000 5,563,307,406 36,369,000 154,828,594 96.7 26.7

１９ 年 度 5,577,022,000 5,389,525,525 0 187,496,475 96.6 25.9

差引増減 177,483,000 173,781,881 36,369,000 △ 32,667,881 0.1 0.8

区　　 分

２０ 年 度

 

 

    民生費は，予算現額５,７５４,５０５,０００円に対し，支出済額は５,５６３,３０７,４０

６円で,翌年度へ３６,３６９,０００円を繰り越し，不用額は１５４,８２８,５９４円である。

執行率は９６.７％であり，前年度より１７３,７８１,８８１円（３.２％）の増となっている。

支出額は，総支出済額の２６.７％を占め，第１位である。 

  支出済額の主なものは，社会福祉総務費の国民健康保険特別会計への繰出金４２０,０００, 

０００円，心身障害者福祉費の扶助費５５１,７５３,２２０円，老人福祉費の後期高齢者医療 

特別会計への繰出金５２８,９０７,８０５円，介護保険特別会計への繰出金４８７,６７６,０ 

００円，医療福祉費の扶助費３７３,６０３,０２６円，民間保育所運営費負担金３３５,９９８, 

９８０円，児童福祉総務費の扶助費２２２,３８３,６２０円，児童運営費の扶助費５３１,０３ 

５,０００円，生活保護費の扶助費４７７,８９４,６７７円である。 

  なお，翌年度繰越額３６,３６９,０００円は，子育て応援特別手当給付事業費の繰越明許費 

である。 

 

第４款 衛生費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

1,922,524,000 1,903,423,296 0 19,100,704 99.0 9.1

１９ 年 度 1,952,162,000 1,934,372,820 0 17,789,180 99.1 9.3

差引増減 △ 29,638,000 △ 30,949,524 0 1,311,524 △ 0.1 △ 0.2

区　　 分

２０ 年 度

 
 

衛生費は，予算現額１,９２２,５２４,０００円に対し，支出済額は１,９０３,４２３,２９ 

６円で，不用額は１９,１００,７０４円である。執行率は９９.０％であり，前年度より３０,
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９４９,５２４円（１.６％）の減となっている。支出額は，総支出済額の９.１％を占めている。 

  支出済額の主なものは，清掃総務費の下妻地方広域事務組合負担金４７０,２２２,０００円， 

常総地方広域市町村圏事務組合負担金２９３,６４７,０００円，じんかい処理費のごみ収集委 

託料等１７８,７５７,７１８円，し尿処理費の常総衛生組合負担金２４０,３８４,４５９円， 

下妻地方広域事務組合負担金５２,７７８,０００円，水道会計補助金６５,０００,０００円で 

ある。 

 

第５款 労働費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

26,407,000 25,003,752 0 1,403,248 94.7 0.1

１９ 年 度 22,626,000 22,230,914 0 395,086 98.3 0.1

差引増減 3,781,000 2,772,838 0 1,008,162 △ 3.6 0.0

区　　 分

２０ 年 度

 

 

労働費は，予算現額２６,４０７,０００円に対し，支出済額は２５,００３,７５２円で，不 

 用額は１,４０３,２４８円である。執行率は９４.７％であり，前年度より２,７７２,８３８円 

（１２.５％）の増となっている。支出額は，総支出済額の０.１％を占めている。 

  支出済額の主なものは，勤労青少年ホーム管理費の建物管理費委託料等６,８８５,９００円， 

 労働諸費の敷地借上料７,０６４,４００円である。 

 

第６款 農林水産業費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

872,963,000 859,551,885 0 13,411,115 98.5 4.1

１９ 年 度 965,190,000 946,316,620 0 18,873,380 98.0 4.5

差引増減 △ 92,227,000 △ 86,764,735 0 △ 5,462,265 0.5 △ 0.4

区　　 分

２０ 年 度

 

 

  農林水産業費は，予算現額８７２,９６３,０００円に対し，支出済額は８５９,５５１,８８ 

５円で，不用額は１３,４１１,１１５円である。執行率は９８.５％であり，前年度より８６, 

７６４,７３５円（９.２％）の減となっている。支出額は，総支出済額の４.１％を占めている。 

  支出済額の主なものは，農業振興費の生産調整推進対策事業費補助金７０,０００,０００円， 

農地費の霞ヶ浦用水公団営事業県負担金１９,８６５,１３２円，霞ヶ浦用水国営事業県負担金 

２０,３２２,１６０円，農業集落排水事業特別会計への繰出金１９３,０３４,０００円，農道 

整備費の農道舗装事業費補助金１５,９７４,４４８円，あすなろの里管理費の業務管理委託料 

７５,８３１,９９１円である。 

 

 

第７款 商工費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

218,155,000 215,875,142 0 2,279,858 99.0 1.0

１９ 年 度 247,063,000 241,784,754 0 5,278,246 97.9 1.2

差引増減 △ 28,908,000 △ 25,909,612 0 △ 2,998,388 1.1 △ 0.2

区　　 分

２０ 年 度
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  商工費は，予算現額２１８,１５５,０００円に対し，支出済額は２１５,８７５,１４２円で， 

不用額は２,２７９,８５８円である。執行率は９９.０％であり，前年度より，２５,９０９,６ 

１２円（１０.７％）の減となっている。 

支出額は，総支出済額の１.０％を占めている。 

  支出済額の主なものは，商工業振興費の商工会補助金２０,９８９,０００円，県信用保証協 

 会保証料補給金１９,８４１,０００円，観光費の観光協会補助金１５,１３５,０００円，花火 

大会補助金１２,０００,０００円である。 

 

 

第８款 土木費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

3,463,607,000 3,066,212,763 355,403,000 41,991,237 88.5 14.7

１９ 年 度 4,219,021,000 3,238,942,376 896,114,000 83,964,624 76.8 15.5

差引増減 △ 755,414,000 △ 172,729,613 △ 540,711,000 △ 41,973,387 11.7 △ 0.8

区　　 分

２０ 年 度

 

 

土木費は，予算現額３,４６３,６０７,０００円に対し，支出済額は３,０６６,２１２,７６ 

 ３円で，翌年度へ３５５,４０３,０００円を繰り越し，不用額は４１,９９１,２３７円である。 

執行率は８８.５％であり，前年度より１７２,７２９,６１３円（５.３％）の減となっている。 

支出額は，総支出済額の１４.７％を占め，第２位である。 

  支出済額の主なものは，道路新設改良費の工事請負費２２５,３８９,５００円，つくば下総 

 広域農道関連市町村道事業費の工事請負費７７０,１７０,０００円，都市計画総務費の繰出金 

で，公共下水道事業特別会計へ４０２,２７６,０００円，都市下水路事業費の工事請負費７８, 

８６４,０００円，まちづくり事業費の工事請負費８８,０５３,０００円，西幹線整備事業費の 

委託料９０,５８５,８５０円，公有財産購入費３６７,０８５,３６９円と補償補填及び賠償金 

１４１,６９８,３１６円である。 

  なお，翌年度繰越３５５,４０３,０００円は，道路橋りょう費の繰越明許費１６７,７７２, 

 ０００円と都市計画費の繰越明許費１８７,６３１,０００円である。 

 

 

第９款 消防費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

1,218,095,000 1,188,109,853 20,000,000 9,985,147 97.5 5.7

１９ 年 度 1,211,338,000 1,207,394,907 0 3,943,093 99.7 5.8

差引増減 6,757,000 △ 19,285,054 20,000,000 6,042,054 △ 2.2 △ 0.1

区　　 分

２０ 年 度

 

 

消防費は，予算現額１,２１８,０９５,０００円に対し，支出済額は１,１８８,１０９,８５ 

３円で，翌年度へ２０,０００,０００円を繰り越し，不用額は９,９８５,１４７円である。執

行率は９７.５％であり，前年度より１９,２８５,０５４円（１.６％）の減となっている。支

出額は，総支出済額の５.７％を占めている。 

  支出済額の主なものは，常備消防費の常総地方広域市町村圏事務組合負担金７２１,１４８, 

０００円と茨城西南地方広域市町村圏事務組合負担金３１７,０９２,０００円である。 

なお，翌年度繰越２０,０００,０００円は，消防施設費の繰越明許費である。 
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第１０款 教育費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

2,612,564,000 2,434,602,514 130,330,000 47,631,486 93.2 11.7

１９ 年 度 2,241,900,000 2,188,443,375 6,195,000 47,261,625 97.6 10.5

差引増減 370,664,000 246,159,139 124,135,000 369,861 △ 4.4 1.2

区　　 分

２０ 年 度

 

教育費は，予算現額２,６１２,５６４,０００円に対し，支出済額は２,４３４,６０２,５１

４円で，翌年度へ１３０,３３０,０００円を繰り越し，不用額は４７,６３１,４８６円である。

執行率は９３.２％であり，前年度より２４６,１５９,１３９円（１１.２％）の増となってい

る。支出済額は，総支出済額の１１.７％を占めている。 

支出済額の主なものは，小学校費の絹西小学校建設工事費２０７,３７０,８００円，学校給 

食施設費の賄材料費１５５,２５７,１７２円，常総・下妻学校給食組合負担金１３１,１４９,

０００円である。 

  なお，翌年度繰越額１３０,３３０,０００円は，小学校費の繰越明許費７７,９３２,０００ 

円と中学校費の繰越明許費５２,３９８,０００円である。 

 

第１１款 公債費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

2,530,000,000 2,501,411,650 0 28,588,350 98.9 12.0

１９ 年 度 2,388,999,000 2,384,951,252 0 4,047,748 99.8 11.4

差引増減 141,001,000 116,460,398 0 24,540,602 △ 0.9 0.6

区　　 分

２０ 年 度

 

公債費は，予算現額２,５３０,０００,０００円に対し，支出済額は２,５０１,４１１,６５ 

０円で，不用額は２８,５８８,３５０円である。執行率は９８.９％であり，前年度より１１６,

４６０,３９８円（４.９％）の増となっている。支出済額は，総支出済額の１２.０％を占めて

いる。 

  支出済額の主なものは，地方債元金償還金２,０４６,５８７,０８０円，地方債利子４５４, 

０９４,６８８円である。 

 

第１２款 予備費 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率 総支出済
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ 額構成比
円 円 円 円 ％ ％

102,426,000 0 0 102,426,000 0.0 0.0

１９ 年 度 46,301,000 0 0 46,301,000 0.0 0.0

差引増減 56,125,000 0 0 56,125,000 0.0 0.0

区　　 分

２０ 年 度

 

予備費は４６,３９９,０００円の充用を行い，予算現額１０２,４２６,０００円である。 

充用の内容は，総務費へ４２,１４５,０００円，衛生費へ１,２６４,０００円，商工費へ２, 

２０９,０００円，土木費へ６８６,０００円，教育費へ９５,０００円である。 

 

 

  実質収支額は，歳入総額２１,６２８,７９８千円から歳出総額２０,８６２,０７３千円を差 

 し引いた歳入歳出差引額７６６,７２５千円から，さらに翌年度へ繰り越すべき財源である繰越 

 明許費繰越額１３５,０９５千円を減した６３１,６３０千円である。 
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３ 特 別 会 計 

（１）国民健康保険特別会計 

   国民健康保険特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

7,235,453,000 8,421,816,491 7,267,615,312 96,468,968 1,057,732,211 100.4 86.3

１９ 年 度 7,359,322,000 8,601,793,378 7,459,381,097 103,818,441 1,038,593,840 101.4 86.7

差引増減 △ 123,869,000 △ 179,976,887 △ 191,765,785 △ 7,349,473 19,138,371 △ 1.0 △ 0.4

区　　分

２０ 年 度

収入率

  

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

7,235,453,000 7,187,686,248 0 47,766,752 99.3

１９ 年 度 7,359,322,000 7,208,643,043 0 150,678,957 98.0

差引増減 △ 123,869,000 △ 20,956,795 0 △ 102,912,205 1.3

２０ 年 度

区　 　分

  

 国民健康保険特別会計の歳入決算額は７,２６７,６１５,３１２円，歳出決算額は７,１８７,６８

６,２４８円であり，歳入歳出差引額は７９,９２９,０６４円である。 

 

ア 歳入の状況 

  本年度の国民健康保険特別会計の歳入状況は，別表４（１）のとおりである。       

歳入については，予算現額７,２３５,４５３,０００円に対し８,４２１,８１６,４９１円を調定し， 

収入済額は７,２６７,６１５,３１２円で，不納欠損額が９６,４６８,９６８円，収入未済額は１,

０５７,７３２,２１１円である。予算現額に対する収入率は１００.４％，調定額に対する収入率

は８６.３%であり，収入済額は前年度より１９１,７６５,７８５円（２.６%）の減収である。 

  収入未済額の主なものは国民健康保険税１,０５４,２１９,５６１円である。 

また，不納欠損額９６,４６８,９６８円は，国民健康保険税９６,２３９,２６８円と督促手数料

２２９,７００円である。 

  

イ 国民健康保険税の収入状況 

予算現額 調　定　額 収入済額 不納欠損額 収入未済額
円 円 円 円 円

現年課税分 1,955,327,000 2,225,250,502 1,948,651,769 0 276,598,733

滞納繰越分 157,304,000 999,352,402 151,333,700 95,030,531 752,988,171

現年課税分 140,306,000 145,890,498 139,988,535 0 5,901,963

滞納繰越分 5,668,000 25,639,538 5,700,107 1,208,737 18,730,694

2,258,605,000 3,396,132,940 2,245,674,111 96,239,268 1,054,219,561

区　　　　　　　　　　分

　１　一般被保険者
　　　国民健康保険税

　２　退職被保険者等
　　　国民健康保険税

　合　　　　　　計

 国民健康保険税は，予算現額２,２５８,６０５,０００円に対し３,３９６,１３２,９４０円を調 

定し，収入済額は２,２４５,６７４,１１１円で，予算現額に対する収入率は９９.４％，調定額

に対する収入率は６６.１％である。収入未済額の合計は１,０５４,２１９,５６１円で１０億円

を超えており，現年課税分，滞納繰越分ともに徴収率の向上を望むものである。 

  不納欠損は地方税法の規定に基づき処理されているが，不納欠損処分に際しては，税負担の 

 公平性の原則のもと綿密な実態調査をして収納に努め安易な処分をとらないよう十分留意され 

たい。 
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ウ 歳出の状況 

  歳出については，予算現額７,２３５,４５３,０００円に対し，支出済額は７,１８７,６８６, 

２４８円で，不用額は４７,７６６,７５２円である。執行率は９９.３％であり，前年度より２ 

０,９５６,７９５円（０.３％）の減少である。 

支出済額の主なものは，保険給付費４,６１５,４７５,０４０円，後期高齢者支援金等９１７,

０５３,１１３円，老人保健拠出金２０６,２６３,５９０円，介護納付金３９９,８９８,９９２円，

共同事業拠出金８１３,８１６,０９２円である。一人あたりの療養諸費の費用額は２５０,１００

円である。 

     

実質収支額は，歳入総額７,２６７,６１５千円から歳出総額７,１８７,６８６千円を差し引い

た７９,９２９千円である。 

 

  国民健康保険特別会計は，加入者の高齢化の進行，経済不況による社会保険からの離脱によ 

る加入者数の増加等により，保険給付費は，増加の一途をたどっている。一方保険税収入の伸 

びは経済不況等の影響から鈍化しており，本事業の財政運営は依然として厳しい状況に置かれ 

ている。平成２０年度からは，後期高齢者医療制度の創設にともない，これまで医療分から老 

人保健拠出金を出していたのに替えて，後期高齢者支援金分として区別することで，後期高齢 

者の医療費について国保の分担金が明確になった。今後は，保険税の収納率の向上に努めると 

ともに，本事業に対する市民の意識と理解を求め，保険事業の充実並びに諸経費の節減に努め 

ながら，国民健康保険事業の健全化に務められるよう望むものである。 

 

 

（２）老人保健特別会計 

  老人保健特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 ％ ％

582,475,000 614,999,298 614,999,298 0 105.6 100.0

１９ 年 度 5,571,471,000 5,363,245,735 5,363,245,735 0 96.3 100.0

差引増減 △ 4,988,996,000 △ 4,748,246,437 △ 4,748,246,437 0 9.3 0.0

区　　分
収入率

２０ 年 度

  

 

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

582,475,000 545,039,256 0 37,435,744 93.6

１９ 年 度 5,571,471,000 5,300,356,941 0 271,114,059 95.1

差引増減 △ 4,988,996,000 △ 4,755,317,685 0 △ 233,678,315 △ 1.5

２０ 年 度

区　 　分

   

老人保健特別会計の歳入決算額は６１４,９９９,２９８円，歳出決算額は５４５,０３９,２５

６円であり，歳入歳出差引額は６９,９６０,０４２円である。 

 

ア 歳入の状況 

歳入については，予算現額５８２,４７５,０００円に対し６１４,９９９,２９８円を調定し， 

収入済額も同額で１００.０％の収入率である。 

収入済額の主なものは，支払基金交付金２８０,８０４,１０４円，国庫支出金１７９,２０６,

７５６円である。なお，不納欠損額及び収入未済額はない。 
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イ 歳出の状況 

  歳出については，予算現額５８２,４７５,０００円に対し，支出済額は５４５,０３９,２５６ 

円で，不用額は３７,４３５,７４４円である。執行率は９３.６％である。 

  支出済額の主なものは，医療諸費４８６,５０６,２１４円である。 

 

  実質収支額は，歳入総額６１４,９９９千円から歳出総額５４５,０３９千円を差し引いた６ 

９,９６０千円である。 

 

高齢化が進展する中，当事業は平成２０年度診療分から新設の後期高齢者医療事業特別会計

へ移行され，以後は債権債務の精算が行われる予定である。 

 

（３）後期高齢者医療特別会計 

  後期高齢者医療特別会計の歳入歳出決算額は，次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 ％ ％

838,110,000 841,573,580 839,509,080 2,064,500 100.2 99.8

区　　分
収入率

２０ 年 度
  

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

838,110,000 807,746,944 0 30,363,056 96.4
２０ 年 度

区　 　分

   

後期高齢者医療特別会計の歳入決算額は８３９,５０９,０８０円，歳出決算額は８０７,７４

６,９４４円であり，歳入歳出差引額は３１,７６２,１３６円である。 

 

ア 歳入の状況 

歳入については，予算現額８３８,１１０,０００円に対し８４１,５７３,５８０円を調定し， 

収入済額は８３９,５０９,０８０円で，収入未済額は２,０６４,５００円である。予算現額に対

する収入率は１００.２％，調定額に対する収入率は９９.８％である。 

収入済額の主なものは，後期高齢者医療保険料３０５,３２４,１００円，繰入金５２８,９０７,

８０５円である。 

収入未済額の主なものは，後期高齢者医療保険料２,０４３,９００円と手数料２０,６００円 

である。 

 

イ 歳出の状況 

  歳出については，予算現額８３８,１１０,０００円に対し，支出済額は８０７,７４６,９４４ 

円で，不用額は３０,３６３,０５６円である。執行率は９６.４％である。 

 支出済額の主なものは，後期高齢者医療広域連合納付金７９６,７０７,９０５円である。 

 

  実質収支額は，歳入総額８３９,５０９千円から歳出総額８０７,７４７千円を差し引いた３ 

１,７６２千円である。 

 

老人医療費が増大する中，現役世代と高齢者世代の負担を明確化し，公平で分かりやすい制

度とするため，平成２０年４月から新しい医療保険制度として後期高齢者医療制度が始まり，

被保険者全ての人が保険料を納めることになっている。スタートから保険料の未納額が２百万

を超えており，国民保険税，介護保険料と同じように毎年滞納額が増加することが懸念される。

保険料の収納率の向上を図るために，十分な調査を行い，口座振替の促進，臨戸徴収を行うな

ど，今後の円滑な事業の運営に向け，創意工夫と努力を望むものである。 



 21 

（４）介護保険特別会計 

介護保険特別会計の歳入歳出決算の対前年度比較は、次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

3,220,039,000 3,246,298,653 3,226,417,878 1,715,200 18,165,575 100.2 99.4

１９ 年 度 3,072,337,000 3,073,782,839 3,056,456,164 2,319,950 15,006,725 99.5 99.4

差引増減 147,702,000 172,515,814 169,961,714 △ 604,750 3,158,850 0.7 0.0

区　　分
収入率

２０ 年 度

  

 

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

3,220,039,000 3,198,560,395 0 21,478,605 99.3

１９ 年 度 3,072,337,000 3,006,795,993 0 65,541,007 97.9

差引増減 147,702,000 191,764,402 0 △ 44,062,402 1.4

２０ 年 度

区　 　分

  

介護保険特別会計の歳入決算額は３,２２６,４１７,８７８円，歳出決算額は３,１９８,５６０, 

３９５円であり，歳入歳出差引額は２７,８５７,４８３円である。 

 

ア 歳入の状況 

  歳入については，予算現額３,２２０,０３９,０００円に対し３,２４６,２９８,６５３円を調定 

し，収入済額は３,２２６,４１７,８７８円で，不納欠損額が１,７１５,２００円，収入未済額は 

１８,１６５,５７５円である。予算現額に対する収入率は１００.２％，調定額に対する収入率 

は９９.４％であり，収入済額は前年度より１６９,９６１,７１４円（５.６％）の増収である。 

  収入未済額の主なものは，保険料１７,９０８,１７５円と督促手数料２５７,４００円である。 

  また，不納欠損額１,７１５,２００円は，保険料１,６９６,７５０円と督促手数料１８,４５０ 

円である。 

 

イ 歳出の状況 

  歳出については，予算現額３,２２０,０３９,０００円に対し，支出済額は３,１９８,５６０, 

３９５円で，不用額は２１,４７８,６０５円である。執行率は９９.３％であり，前年度より１ 

９１,７６４,４０２円（６.４％）の増加である。 

  支出済額の主なものは，保険給付費２,９４３,９３４,８６７円である。 

                                        

実質収支額は，歳入総額３,２２６,４１８千円から歳出総額３,１９８,５６０千円を差し引い 

 た２７,８５８千円である。 

 

 

要介護（支援）認定者は２,０３５人で，前年度比較１１３人（５.９％）の増である。 

保険料の未収金は年々増加しており，前年度に比較して３,０９１,６００円（２０.９％）の増 

となっている。 

今後は，介護予防を推進し，保険給付費増加の抑制を図られたい。また，保険料の収納率の

向上を図るために，口座振替の促進又は臨戸徴収を行うなど，今後の円滑な事業の運営に向け，

なお一層の創意工夫と努力を望むものである。 
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（５）介護サービス事業特別会計 

  介護サービス事業特別会計の歳入歳出決算の対前年度比較は、次表のとおりである。 

 （歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

5,049,000 5,039,750 5,039,750 0 0 99.8 100.0

１９ 年 度 1,188,000 1,119,500 1,119,500 0 0 94.2 100.0

差引増減 3,861,000 3,920,250 3,920,250 0 0 5.6 0.0

区　　分
収入率

２０ 年 度

  

 

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率
Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

5,049,000 3,367,985 0 1,681,015 66.7

１９ 年 度 1,188,000 1,006,250 0 181,750 84.7

差引増減 3,861,000 2,361,735 0 1,499,265 △ 18.0

２０ 年 度

区　 　分

  

介護サービス事業特別会計の歳入決算額は５,０３９,７５０円，歳出決算額は３,３６７,９８

５円であり，歳入歳出差引額は１,６７１,７６５円である。 

 

ア 歳入の状況 

  歳入については，予算現額５,０４９,０００円に対し５,０３９,７５０円を調定し，収入済額 

も同額で，１００.０％の収入率である。 

収入済額の主なものは，介護予防サービス計画費収入３,７２４,５００円と繰入金１,２０２, 

０００円である。 

  

イ 歳出の状況 

歳出については，予算現額５,０４９,０００円に対し，支出済額は３,３６７,９８５円で，不

用額は１,６８１,０１５円である。執行率は６６.７％である。 

  支出済額の主なものは，介護予防支援事業費２,９８７,８００円である。 

 

実質収支額は，歳入総額５,０４０千円から歳出総額３,３６８千円を差し引いた１,６７２千

円である。 

 

 

（６）公共下水道事業特別会計 

公共下水道事業特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は次表のとおりである。 

 （歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％

1,826,943,000 1,559,801,255 1,533,516,241 930,000 25,355,014 83.9% 98.3

１９ 年 度 1,501,423,000 1,527,515,706 1,420,050,539 0 107,465,167 94.6% 93.0

差引増減 325,520,000 32,285,549 113,465,702 930,000 △ 82,110,153 △ 10.7 5.3

区　　分
収入率

２０ 年 度
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（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

1,826,943,000 1,483,377,708 333,767,000 9,798,292 81.2

１９ 年 度 1,501,423,000 1,395,647,289 91,275,000 14,500,711 93.0

差引増減 325,520,000 87,730,419 242,492,000 △ 4,702,419 △ 11.8

２０ 年 度

区　 　分

  

公共下水道事業特別会計の歳入決算額は１,５３３,５１６,２４１円，歳出決算額は１,４８３, 

３７７,７０８円であり，歳入歳出差引額は５０,１３８,５３３円である。 

  なお，翌年度繰越額３３３,７６７,０００円の内訳は，中央公共下水道事業継続費逓次繰越５ 

０,０００,０００円，中央公共下水道事業繰越明許費２１２,３３７,０００円と流域下水道事業 

繰越明許費７１,４３０,０００円である。 

 

ア 歳入の状況 

  歳入については，予算現額１,８２６,９４３,０００円に対し１,５５９,８０１,２５５円を調定 

し，収入済額は１,５３３,５１６,２４１円，収入未済額は２５,３５５,０１４円である。予算現 

額に対する収入率は８３.９％，調定額に対する収入率は９８.３％であり，収入済額は前年度よ 

り１１３,４６５,７０２円（８.０％）の増収である。 

  収入済額の主なものは，市債５２４,９００,０００円，一般会計繰入金４０２,２７６,０００ 

円，国庫支出金３００,５８０,０００円，公共下水道負担金１３２,６６６,６６０円と公共下水 

道使用料１３７,２２５,１３０円である。 

  収入未済額の主なものは，受益者負担金２３,４５２,７１０円である。 

また，不納欠損額９３０,０００円は，受益者負担金である。 

 

イ 歳出の状況 

  歳出については，予算現額１,８２６,９４３,０００円に対し，支出済額は１,４８３,３７７, 

 ７０８円で，不用額は９,７９８,２９２円である。執行率は８１.２％であり，前年度より８７, 

,７３０,４１９円（６.３％）の増加である。 

  支出済額の主なものは，公共下水道事業費１,０３０,５７７,７７２円である。翌年度繰越額 

３３３,７６７,０００円は，中央公共下水道事業継続費逓次繰越５０,０００,０００円，中央公 

共下水道事業繰越明許費２１２,３３７,０００円と流域下水道事業繰越明許費７１,４３０,００ 

０円である。 

 

  実質収支額は，歳入総額１,５３３,５１６千円から歳出総額１,４８３,３７８千円を差し引い 

た歳入歳出差引額５０,１３８千円から，さらに翌年度へ繰り越すべき財源である繰越額３１, 

６６７千円を減した１８,４７１千円である。 

 

 

  公共下水道事業特別会計は，本市の公衆衛生の向上に寄与し，併せて公共用水域の保全に資 

することを目的として設置するもので，事業に着手している地区の事業推進に努めるとともに， 

 既に供用開始をしている地区については，引き続き加入促進を図るとともに，維持管理に万全 

を期されたい。 
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（７）大生郷特定公共下水道事業特別会計 

  大生郷特定公共下水道事業特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりであ

る。 

 （歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

310,670,000 241,381,534 241,381,534 0 0 77.7 100.0

１９ 年 度 370,546,000 345,618,045 335,845,928 372,117 9,400,000 90.6 97.2

差引増減 △ 59,876,000 △ 104,236,511 △ 94,464,394 △ 372,117 △ 9,400,000 △ 12.9 2.8

区　　分
収入率

２０ 年 度

  

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

310,670,000 196,236,625 110,700,000 3,733,375 63.2

１９ 年 度 370,546,000 326,067,730 15,300,000 29,178,270 88.0

差引増減 △ 59,876,000 △ 129,831,105 95,400,000 △ 25,444,895 △ 24.8

２０ 年 度

区　 　分

  

大生郷特定公共下水道事業特別会計の歳入決算額は２４１,３８１,５３４円，歳出決算額は１

９６,２３６,６２５円であり，歳入歳出差引額は４５,１４４,９０９円である。 

なお，翌年度への継続費逓次繰越額は，１１０,７００,０００円である。 

 

ア 歳入の状況 

歳入については，予算現額３１０,６７０,０００円に対し２４１,３８１,５３４円が調定額ど 

おり収入されており，予算現額に対する収入率は７７.７％，調定額に対する収入率は１００. 

０％である。 

収入済額は前年度より９４,４６４,３９４円（２８.１％）の減収である。 

収入済額の主なものは，下水道使用料５５,８６９,５５５円，国庫支出金２０,０００,０００ 

円，基金からの繰入金８０,９００,０００円，市債３５,０００,０００円である。 

 

イ 歳出の状況 

歳出については，予算現額３１０,６７０,０００円に対し，支出済額は１９６,２３６,６２５ 

円で，不用額は３,７３３,３７５円である。執行率は６３.２％であり，前年度より１２９,８３

１,１０５円（３９.８％）の減少である。 

支出済額の主なものは，特定公共下水道事業費１９３,９６２,４７７円である。翌年度への継 

続費逓次繰越額１１０,７００,０００円の内訳は，改築事業費である。 

 

実質収支額は，歳入総額２４１,３８２千円から歳出総額１９６,２３７千円を差し引いた歳入歳 

出差引額４５,１４５千円から，さらに翌年度へ繰り越すべき財源である継続費逓次繰越額４３, 

０００千円を減した２,１４５千円である。 

 

 

大生郷特定公共下水道事業特別会計は，公共用水域の保全に資することを目的として設置す

るもので，大生郷工業団地における工業用排水等の汚水，汚泥を処理する施設の整備及び維持

管理を図るものである。 

工業団地内の環境の改善と公共用水域の水質保全に寄与し，施設の経費の節減等維持管理に

万全を期されたい。 
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（８）農業集落排水事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。 

 （歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

308,916,000 313,743,328 309,184,309 0 4,559,019 100.1 98.5

１９ 年 度 279,346,000 287,450,099 282,963,297 0 4,486,802 101.3 98.4

差引増減 29,570,000 26,293,229 26,221,012 0 72,217 △ 1.2 0.1

区　　分
収入率

２０ 年 度

   

（歳 出） 

区　 　分 予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

308,916,000 306,785,081 0 2,130,919 99.3

１９ 年 度 279,346,000 278,222,967 0 1,123,033 99.6

差引増減 29,570,000 28,562,114 0 1,007,886 △ 0.3

２０ 年 度

  
農業集落排水事業特別会計の歳入決算額は３０９,１８４,３０９円，歳出決算額は３０６,７８５,

０８１円であり，歳入歳出差引額は２,３９９,２２８円である。 

 

ア 歳入の状況 

  歳入については，予算現額３０８,９１６,０００円に対し３１３,７４３,３２８円を調定し， 

収入済額は３０９,１８４,３０９円，収入未済額は４,５５９,０１９円である。予算現額に対す 

る収入率は１００.１％，調定額に対する収入率は，９８.５％であり，収入済額は，前年度より 

２６,２２１,０１２円（９.３％）の増収である。 

  収入済額の主なものは，一般会計繰入金１９３,０３４,０００円，使用料７７,６０９,９７９ 

円である。 

収入未済額の主なものは使用料４,５５９,０１９円で，現年度分が１,３１４,２６２円，過年 

度分が３,２４４,７５７円である。不納欠損額はない。 

 

イ 歳出の状況 

  歳出については，予算現額３０８,９１６,０００円に対し，支出済額は３０６,７８５,０８１ 

円で，不用額は２,１３０,９１９円である。執行率は９９.３％であり，前年度より２８,５６２, 

１１４円（１０.３％）の増加となっている。 

  支出済額の主なものは，公債費２１１,５０２,１８７円である。 

   

  実質収支額は，歳入総額３０９,１８４千円から歳出総額３０６,７８５千円を差し引いた２, 

３９９千円である。 

 

 

  農業集落排水事業特別会計は，農業集落における，し尿，生活雑排水等の汚水，汚泥を処理 

する施設の整備及び維持管理事業を図るもので，報恩寺，大花羽，沖新田，大生郷，五箇の５ 

地区において，水処理センターの正常な機能の維持及び汚水処理施設の適正な維持管理を図る 

ものである。 

  当会計の基盤をなす重要な財源である使用料は，収入未済額が４,５５９,０１９円であり， 

滞納については，十分な調査を行い，臨戸徴収を行うなど今後の円滑な事業の運営に向け， 

なお一層の創意工夫と努力を望むものである。 
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（９）自動車学校事業特別会計 

自動車学校事業特別会計の歳入歳出決算額の対前年度比較は，次表のとおりである。 

（歳 入） 

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ－Ｃ－Ｄ Ｃ／Ａ Ｃ／Ｂ
円 円 円 円 円 ％ ％

135,305,000 120,547,944 120,547,944 0 0 89.1 100.0

１９ 年 度 155,075,000 145,468,957 145,468,957 0 0 93.8 100.0

差引増減 △ 19,770,000 △ 24,921,013 △ 24,921,013 0 0 △ 4.7 0.0

区　　分
収入率

２０ 年 度

   

（歳 出） 

予 算 現 額 支 出 済 額 翌 年 度 繰 越 額 不 用 額 執 行 率

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ－Ｃ Ｂ／Ａ
円 円 円 円 ％

135,305,000 118,193,887 0 17,111,113 87.4

１９ 年 度 155,075,000 145,460,845 0 9,614,155 93.8

差引増減 △ 19,770,000 △ 27,266,958 0 7,496,958 △ 6.4

２０ 年 度

区　 　分

  

自動車学校事業特別会計の歳入決算額は１２０,５４７,９４４円，歳出決算額は１１８,１９３,

８８７円であり，歳入歳出差引額は２,３５４,０５７円である。 

 

ア 歳入の状況 

  歳入については，予算現額１３５,３０５,０００円に対し１２０,５４７,９４４円が調定額ど 

おり収入されており，予算現額に対する収入率は８９.１％，調定額に対し１００.０％の収入率 

である。 

収入済額は，前年度より２４,９２１,０１３円（１７.１％）の減収である。 

  収入済額の主なものは，事業収入７６,７００,８２５円，入校料等の諸収入３３,４１９,６０ 

９円と基金からの繰入金１０,０００,０００円である。収入未済額はない。 

 

イ 歳出の状況 

  歳出については，予算現額１３５,３０５,０００円に対し，支出済額は１１８,１９３,８８７ 

円で，不用額１７,１１１,１１３円である。執行率は８７.４％であり，前年度より２７,２６６, 

９５８円（１８.７％）の減少である。 

  支出済額の主なものは，教務費８９,７９７,３８０円である。 

 

  実質収支額は，歳入総額１２０,５４８千円から歳出総額１１８,１９４千円を差し引いた２, 

３５４千円である。 

 

  自動車学校事業特別会計は，市営自動車学校の運営業務であり，少子高齢化に伴い初心者や 

高齢者の運転者が起こす交通事故の特徴，原因等を踏まえた教習等について検討し，安全で思 

いやりのある運転者の育成を目指した教習と講習を図った。  
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４ 審査の意見 

 

（１） 財政収支の概要  （地方財政状況調査表より） 

 

ア 平成２０年度一般会計及び特別会計の総決算規模は，歳入決算総額３５,７８７,００９,

４９７円，歳出決算総額３４,７０９,０６７,６４１円であり，形式収支は１,０７７,９４１,

８５６円である。ここから翌年度へ繰越すべき財源２０９,７６２,０００円を控除した実質

収支は８６８,１７９,８５６円となっている。 

  その詳細は別表２のとおりである。 

 

イ 総計決算における決算規模を前年度と比較すると，一般会計では，歳入で８２,３２７,

３６３円（０.４％），歳出で１７,３２１,６０８円（０.１％）それぞれ増加している。また，

一般会計・特別会計を合わせた総決算規模では，歳入で３,８２３,９９２,５０８円（対前

年度比９.７％），歳出で３,７９７,８８５,３２１円（対前年度比９.９％）それぞれ減少し

ている。 

 その詳細は別表１のとおりである。 

 

  ウ 総決算額には，一般会計と特別会計間における繰入金又は繰出金が含まれている。この

重複決算額は２,０７９,２９０,８０５円であり，これを控除した純決算額は，歳入が３３,

７０７,７１８,６９２円，歳出が３２,６２９,７７６,８３６円となっている。 

    その詳細は別表２のとおりである。 

 

（２）普通会計における財源の構成状況 

   本年度の普通会計歳入歳出決算における財源の構成状況は，次のとおりである。なお，

普通会計とは，総務省が定める基準により作成される統計上の会計で，本市においては，

一般会計と自動車学校事業特別会計を集約したものである。 

 

 ア 自主財源と依存財源 

市税，使用料，手数料，財産収入など自主的に調達し得る自主財源と国(県)支出金，地方

債などのように国(県)からの交付や許可を要する依存財源とに収入調達の拘束制の有無を

基準として分類するのは，財政基盤の安定性及び行政活動の自律性を図るためである。 

 

歳入決算額における自主財源と依存財源の構成状況は，次表のとおりである。 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　 C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

12,499,619 57.5 12,423,474 57.3 76,145 0.6

依存財源 9,233,803 42.5 9,268,466 42.7 △ 34,663 △ 0.4

区  　分

自主財源

計 21,733,422 100.0 21,691,940

平成２０年度 平成１９年度 比較増減　

0.241,482100.0
  

 

本年度における自主財源は１２,４９９,６１９千円で，前年度と比較すると７６,１４５ 

千円（０.６％）の増であり，構成比は５７.５％となっている。また，依存財源は９,２３

３,８０３千円で，前年度と比較すると３４,６６３千円（０.４％）の減であり，構成比は

４２.５％となっている。 
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自主財源と依存財源の科目別構成状況の比較は，次表のとおりである。 

（自主財源） 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　 C C/B

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

10,441,706 48.1 10,491,183 48.4 △ 49,477 △ 0.5

分担金及び負担金 202,871 0.9 155,018 0.7 47,853 30.9

使 用 料 ・ 手 数 料 468,932 2.2 470,780 2.2 △ 1,848 △ 0.4

財 産 収 入 168,496 0.8 137,984 0.6 30,512 22.1

寄 付 金 1,947 0.0 1,770 0.0 177 10.0

繰 入 金 71,703 0.3 30,094 0.2 41,609 138.3

繰 越 金 701,726 3.2 588,615 2.7 113,111 19.2

諸 収 入 442,238 2.0 548,030 2.5 △ 105,792 △ 19.3

計 12,499,619 57.5 12,423,474 57.3 76,145 0.6

比較増減　

市 税

区分
平成２０年度 平成１９年度

 

（依存財源） 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　 C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

471,742 2.2 491,297 2.3 △ 19,555 △ 4.0

利 子 割 交 付 金 32,740 0.1 32,247 0.1 493 1.5

配 当 割 交 付 金 11,295 0.1 33,358 0.2 △ 22,063 △ 66.1

株式等譲渡所得割交付金 5,221 0.0 17,968 0.1 △ 12,747 △ 70.9

地 方 消 費 税 交 付 金 646,782 3.0 681,152 3.1 △ 34,370 △ 5.0

ゴルフ場利用税交付金 41,075 0.2 42,245 0.2 △ 1,170 △ 2.8

自動車取得税交付金 196,722 0.9 213,258 1.0 △ 16,536 △ 7.8

地 方 特 例 交 付 金 114,324 0.5 73,129 0.3 41,195 56.3

地 方 交 付 税 2,885,917 13.3 2,771,619 12.8 114,298 4.1

交通安全対策特別交付金 10,901 0.0 13,307 0.1 △ 2,406 △ 18.1

国 庫 支 出 金 1,804,830 8.3 2,096,727 9.6 △ 291,897 △ 13.9

県 支 出 金 1,077,017 5.0 1,044,359 4.8 32,658 3.1

地 方 債 1,935,237 8.9 1,757,800 8.1 177,437 10.1

計 9,233,803 42.5 9,268,466 42.7 △ 34,663 △ 0.4

比較増減

地 方 譲 与 税

区分
平成２０年度 平成１９年度
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イ 一般財源と特定財源 

    歳入をどの経費にも自由に充当することのできる一般財源と使途が特定されている特定

財源に分類することは，行財政運営の自主性及び財政の弾力性を測るうえで重要である。 

    歳入決算額における一般財源と特定財源の構成状況は，次表のとおりである。 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　 C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

14,847,524 68.3 14,847,456 68.4 68 0.0

100.0 41,482 0.6計 21,733,422 100.0 21,691,940

6,844,484 31.6 41,414 0.6

一 般 財 源

特 定 財 源 6,885,898 31.7

区分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

   本年度における一般財源は１４,８４７,５２４千円で，前年度比較すると６８千円（０.  

 ０％）の増であり，構成比６８.３％となっている。また，特定財源６,８８５,８９８千円で，

前年度と比較すると４１,４１４千円（０.６％）の増であり，構成比は３１.７％となってい

る。 

 

    一般財源と特定財源の科目別構成状況の比較は，次表のとおりである。 

（一般財源） 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　 C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

10,441,706 48.0 10,491,183 48.4 △ 49,477 △ 0.5

地 方 譲 与 税 471,742 2.2 491,297 2.3 △ 19,555 △ 4.0

地 方 交 付 税 2,885,917 13.3 2,771,619 12.8 114,298 4.1

そ の 他 1,048,159 4.8 1,093,357 4.9 △ 45,198 △ 4.1

計 14,847,524 68.3 14,847,456 68.4 68 0.0

比較増減

市 税

区分
平成２０年度 平成１９年度

（特定財源） 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　 C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1,804,830 8.3 2,096,727 9.7 △ 291,897 △ 13.9

県 支 出 金 1,077,017 4.9 1,044,359 4.8 32,658 3.1

地 方 債 1,935,237 8.9 1,757,800 8.1 177,437 10.1

分担金及び負担金 202,871 0.9 155,018 0.7 47,853 30.9

使 用 料 ・ 手 数 料 468,932 2.2 470,780 2.2 △ 1,848 △ 0.4

財 産 収 入 168,496 0.8 137,984 0.6 30,512 22.1

そ の 他 1,228,515 5.7 1,181,816 5.5 46,699 4.0

計 6,885,898 31.7 6,844,484 31.6 41,414 0.6

比較増減

国 庫 支 出 金

区分
平成２０年度 平成１９年度
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  ウ 経常的収入と臨時的収入 

    歳入を，毎年度継続的に確保される見込みのある経常的収入と特定の事由に基づく臨時

的収入に分類するのは，財政構造の安定性を知る指標として，経常支出との関連において

経常的収入の範囲内であることが重要な原則であり，歳入総額中に占めるこれらの財源の

割合を把握することは，収支の均衡と財政の弾力性を維持するうえでの判断要因となるか

らである。 

 

    歳入決算における経常的収入と臨時的収入の構成状況は，次表のとおりである。 

（経常的収入と臨時的収入） 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　   C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

16,900,578 77.8 16,826,966 77.6 73,612 0.4

100.0 41,482 0.2計 21,733,422 100.0 21,691,940

4,864,974 22.4 △ 32,130 △ 0.7

経常的収入

臨時的収入 4,832,844 22.2

区分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

    

    本年度の経常的収入は１６,９００,５７８千円で，前年度と比較すると７３,６１２千   

円（０.４％）の増であり，構成比は７７.８％となっている。また，臨時的収入は４,８３

２,８４４千円で前年度と比較すると３２,１３０千円（０.７％）の減であり，構成比は２

２.２％となっている。 

 

エ 経常一般財源と経常特定財源 

    歳入構造の分析における一般財源及び経常的収入の指標性は極めて重要であるが，歳入

構造の安定性と弾力性を見極めるため，更に市税，地方譲与税，地方交付税などの一般財

源とされる経常的収入の合算額の標準財政規模に対する割合によって，財政の自主性と収

入の安定性を測定しようとするものである。 

 

    歳入決算額における経常一般財源と経常特定財源の構成状況は，次表のとおりである。 

（経常一般財源と経常特定財源） 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　   C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

13,966,920 82.6 13,976,177 83.1 △ 9,257 △ 0.1

100.0 73,612 0.4計 16,900,578 100.0 16,826,966

2,850,789 16.9 2.9

経常一般財源

経常特定財源 2,933,658 17.4 82,869

区分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

  

本年度における経常一般財源は１３,９６６,９２０千円で，前年度より９,２５７千円（０.

１％）の減であり，構成比は８２.６％となっている。また，経常特定財源は２,９３３,６

５８千円で，前年度より８２,８６９千円（２.９％）の増であり，構成比は１７.４％ と

なっている。 

 

    通常，歳入構造の弾力性を見る基準として経常一般財源等比率が用いられているが，こ

の指数は，地方公共団体が通常水準の行政活動を行ううえで必要な一般財源の総額（標準

財政規模）に対する毎年度経常的に収入される一般財源の割合で算出されるものであるが，

この数値は，１００.０％を超える度合いが高いほど，経常一般財源に余裕があることを示

しており，本年度の経常一般財源等比率は９６.６％となっている。 
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（３）普通会計における経費の性質別構成状況 

   本年度の普通会計歳入歳出決算における経費の性質別構成状況は，次のとおりである。 

 

ア 経常的経費と臨時的経費 

   経常的経費は，毎年度形常的に支出される人件費，物件費等の経費で，行政活動を行う

ために必要な一種の固定的経費である。これに対し，臨時的経費は，突発的ないし一時的

な行政需要に対して支出される普通建設事業費，災害復旧事業費等の経費，又は，支出の

形態に規則がない経費であって，財源の変動に応じて支出を調整することが比較的容易な

経費である。収入の均衡を確保し，財政の健全性を維持するには，経常的収入を経常的経

費に充当してもなお余裕があり，経済の変動による収入の減があっても，この余裕により

賄われ，経常的経費充当残余の経常的収入と臨時的収入が臨時的経費に均衡するかこれを

超えることが必要であり，財政構造の健全性を判断する基本的な要素としている。 

 

   歳出決算における経常的経費と臨時的経費の構成状況は，次表のとおりである。 

 決 算 額　　　A 構成比  決 算 額　　　B 構成比  決 算 額（A-B)　   C C/B
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

16,519,727 78.8 16,512,971 78.7 6,756 0.0

100.0 △ 25,871 △ 0.1計 20,964,343 100.0 20,990,214

4,477,243 21.3 △ 32,627 △ 0.7

経 常 的 経 費

臨 時 的 経 費 4,444,616 21.2

区分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

   

 

本年度における経常的経費は，１６,５１９,７２７千円で，前年度と比較すると６,７５６ 

千円（０.０％）の増であり，構成比は，７８.８％となっている。また，臨時的経費は４,４ 

４４,６１６千円で，前年度と比較すると３２,６２７千円（０.７％）の減であり，構成比は 

２１.２％となっている。 

 

   経常的経費と臨時的経費の費目別構成状況の前年度との比較は，次表のとおりである。 

（経常的経費） 

決 算 額 決 算 額
構 成 比 構 成 比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

4,497,601 21.4 4,580,022 21.8 △ 82,421 △ 1.8

物 件 費 2,132,680 10.2 2,140,828 10.2 △ 8,148 △ 0.4

維持補修費 178,760 0.9 143,042 0.7 35,718 25.0

扶 助 費 2,596,910 12.4 2,552,190 12.1 44,720 1.8

補 助 費 等 3,094,336 14.8 3,159,969 15.1 △ 65,633 △ 2.1

公 債 費 2,399,046 11.4 2,384,809 11.4 14,237 0.6

その他経費 1,620,394 7.7 1,552,111 7.4 68,283 4.4

計 16,519,727 78.8 16,512,971 78.7 6,756 0.0

比較増減

決 算 額　　　　　A 決 算 額　　　　　B 決 算 額(A-B)     C　 C/B

人 件 費

区分
平成２０年度 平成１９年度
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（臨時的経費） 

決 算 額 決 算 額
構 成 比 構 成 比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

2,667,304 12.7 2,710,214 12.9 △ 42,910 △ 1.6

普通建設事業費 2,667,304 12.7 2,710,214 12.9 △ 42,910 △ 1.6

災害復旧事業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

1,777,312 8.5 1,767,029 8.4 10,283 0.6

4,444,616 21.2 4,477,243 21.3 △ 32,627 △ 0.7

平成２０年度 平成１９年度 比較増減

決 算 額　　　　　A 決 算 額　　　　　B 決 算 額(A-B)    C　　　　 C/B

建 設 事 業 費

そ の 他 経 費

計

区分

 

 

 イ 義務的経費と任意的経費 

    義務的経費は，性質別経費のうち義務的・非弾力的性格の強い経費で，一般には人件費， 

扶助費及び公債費を指し，任意的経費は，市が任意的に支出できる経費である。歳出の構

成比において，義務的経費の占める割合が大きい場合にあっては，経常的経費の増大化傾

向が強く，歳出構造の改善や収支の均衡を保持するうえでの障害となるので，その状況に

ついて十分な留意が必要である。 

   

  歳出決算額における義務的経費と任意的経費の構成状況は，次表のとおりである。 

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

9,730,228 46.4 9,663,895 46.0 66,333 0.7

任意的経費 11,234,115 53.6 11,326,319 54.0 △ 92,204 △ 0.8

計 20,964,343 100.0 20,990,214 100.0 △ 25,871 △ 0.1

義務的経費

区分
平成２０年度 平成１９年度 比較増減

決 算 額　　　　　A 構 成 比 決 算 額　　　　　B 構 成 比 決 算 額(A-B)   C　 C/B

 

本年度の義務的経費は，９,７３０,２２８千円で，前年度と比較すると６６,３３３千円

（０.７%）の増であり，構成比は４６.４％となっている。また，任意的経費は１１,２３４,

１１５千円で，前年度より９２,２０４千円（０.８％）の減であり，構成比は５３.６％と

なっている。 

 

ウ 消費的経費と投資的経費 

   消費的経費は，人件費や物件費等のように経費支出の効果が当該年度又は極めて短期間

で終わるものであり，投資的経費は，普通建設事業費のように支出の効果が資本的形成に

向けられ，施設等が将来に残るものに支出される経費ということを基準とした経費区分で

あり，経費の経済的機能を検討する尺度として用いられる。 

 

   歳出決算における消費的経費と投資的経費の構成状況は，次表のとおりである。 

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

7,297,177 34.8 7,606,076 36.2 △ 308,899 △ 4.1

投資的経費 2,667,304 12.7 2,710,214 12.9 △ 42,910 △ 1.6

その他経費 10,999,862 52.5 10,673,924 50.9 325,938 3.1

計 20,964,343 100.0 20,990,214 100.0 △ 25,871 △ 0.1

 比較増減

決 算 額　　　　　A 構 成 比 決 算 額　　　　　B 構 成 比 決 算 額(A-B)  C　 C/B

消費的経費

区分
平成２０年度 平成１９年度
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本年度の消費的経費は７,２９７,１７７千円で，前年度と比較すると３０８,８９９千円

（４.１％）の減であり，構成比は３４.８％となっている。また，投資的経費は２,６６７,

３０４千円で，前年度と比較すると４２,９１０千円（１.６％）の減であり，構成比は１２.

７％となっている。 

 

（４）普通会計における財政構造の分析 

  

 ア 経常収支比率 

   経常収支比率は，一般財源によって賄われる経常経費に経常的収入である一般財源がど

の程度充当されているか，即ち，人件費，扶助費，公債費などのように容易に縮減するこ

との困難な義務的性格の強い経費に，市税や地方交付税を中心とする経常的一般財源収入

がどの程度消費されているか，その大きさによって財政構造の弾力性を測定しようとする

ものである。 

   本年度の経常収支比率は９２.５％であり，この比率は，都市にあっては８０.０％を超え

ると財政構造の弾力性が失われ，硬直化の危険性があるとみなされている。 

 

イ 財政力指数 

   財政力指数は，地方交付税法の規定により算定される基準財政収入額を基準財政需要額

で除して得た数値の過去３か年度の平均値をいう。基準財政収入額は，通常標準的に徴収

し得る税収入のうち基準財政需要額として算定された標準的な財政支出との見合いの額で，

基準財政需要額に対する基準財政収入額の不足分は普通地方交付税によって補われる。し

たがって，財政力指数「１」に近く，あるいは「１」を超えるほど財政力が強いとされて

いる。 

   財政力指数は０.８５であり，基準財政収入額は９,０３８,９０５千円，基準財政需要額は

１０,６３６,５２８千円となっている。 

 

 ウ 公債費負担比率 

   公債費負担比率は，地方債の元利償還金に充当された一般財源の一般財政総額に対する

比率であり，一般的に１０％未満が健全で１５％を超えると要注意，２０％を超えると危

険といわれている。 

   本年度の公債費負担比率は１４.６％であり，今後とも新規起債に当たっては，起債対象

事業の効果を十分勘案し，高比率とならないよう慎重な配慮が肝要である。 

 

 エ 実質収支比率 

   実質収支比率は，標準財政規模に対する実質収支額の割合を示すもので，財政収支の均

衡を判断する指標として用いられる。この比率は，地方公共団体の財政規模やその年度の

景況等によって，一概にはいえないが３％～５％程度が望ましいとされている。 

   本年度の実質収支比率は４.４％である。 

 

 

   以上が財政構造の分析結果であるが，これら４つの指数から本市の財政運営状況は，健

全性の確保に努められているが，財政の硬直化を示す指数も現われているので注意を要す

る状態にある。住民福祉の充実向上を図り，財政の健全性を維持していくためには，収支

均衡の保持と経済の変動や行政内容の変化に対応できる弾力性の確保が一体となった行政

活動を安定的に継続できる条件を整備することが基底をなすものであり，今後とも財政構

造の弾力性に一層の努力を望むものである。 
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５ 実質収支に関する調書 

 一般会計及び各特別会計の実質収支に関する調書について審査した結果，その計数は正確である

と認められた。 

 

 

６ 財産に関する調書 

  一般会計及び各特別会計の財産に関する調書について審査した結果，その計数は正確である

と認められた。 

 

 

７ 基金の運用状況 

（１）用品調達基金 

ア 現金 

① 収入 

（単位　円）

区　　分 金　　額 備　　考

用品払出回収金 12,667,138

前年度繰越金 2,584,634

一般会計繰入金 0

収入合計 15,251,772  
    ② 支出 

     

（ 単 位 　 円 ）

区 　 　 分 金 　 　 額 備 　 　 考

用品調達費 12,051,239 用品購入代

一般会計繰出金 675,158

支出合計 12,726,397

 

収入支出差引残高  ２,５２５,３７５円 

 

イ 動産 

①  貯蔵物品（取得価格で評価） 

     

区　　分 受入 払出 残高

前年度より繰越 1,415,366

年度中購入 12,051,239

合   計 13,466,605 11,991,980 1,474,625

（単位　円）

 

 

受入払出差引残高  １,４７４,６２５円 

 

ウ 決算年度末における基金の状況 

現 金    ２,５２５,３７５円 

動 産    １,４７４,６２５円 

合 計    ４,０００,０００円 
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    現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高証明書及び収支日計表の

差引残高と同額であることを確認した。また，動産については，３月３１日に貯蔵品を抽

出し在庫数を確認しており，その在庫数が物品出納帳と同数であること，また，運用状況

調書の動産の残高額が正確であることを確認した。 

   本基金は条例により，基金の額は４００万円以内であるが，３月３１日現在において，

現金２,５２５,３７５円，動産（貯蔵物品）１,４７４,６２５円の合計４,０００,０００

円である。 

 

（２）土地開発基金 

 

面 積 価 額 面 積 価 額 面 積 価 額 面 積 価 額

土　地 40,121.93㎡ 680,070,367円 168.00 ㎡ 1,439,080 円 39,953.93㎡ 678,631,287円

現　金

合  計

22,291 円

1,461,371 円

　8,371,130円

　687,002,417円

6,909,050円

686,979,417円

1,484,371円

1,484,371円

区　分

（単位　面積：㎡，価額：円）

前年度末現在高 決算年度末現在高
増 減

決算年度中増減高

 

 

   本基金の年度末状況は，現金８,３７１,１３０円，土地３９,９５３.９３㎡，６７８,

６３１,２８７円である。現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高証

明書及び収支日計表の差引残高と同額であることを確認した。 

 

 

 （３）茨城県収入証紙購入基金 

円 枚 円 枚 円 枚 円 枚 円

50 116 5,800 0 0 4 200 112 5,600

100 196 19,600 0 0 109 10,900 87 8,700

200 84 16,800 200 40,000 175 35,000 109 21,800

300 68 20,400 50 15,000 30 9,000 88 26,400

500 74 37,000 100 50,000 113 56,500 61 30,500

1,000 70 70,000 200 200,000 190 190,000 80 80,000

2,000 103 206,000 300 600,000 318 636,000 85 170,000

5,000 114 570,000 0 0 58 290,000 56 280,000

10,000 143 1,430,000 100 1,000,000 202 2,020,000 41 410,000

計 968 2,375,600 950 1,905,000 1,199 3,247,600 719 1,033,000

収
入
証
紙
種
別

前年度末現在高 決算年度末現在高
増 減

決算年度中増減高
区分

3,967,000

5,000,000

現　　金

合　　計

2,624,400

5,000,000

 

年度末の本基金の状況は，現金３,９６７,０００円，収入証紙額面１,０３３,０００円

で，合計５,０００,０００円であり，条例における基金の額５００万円以下に該当する。

現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高証明書及び収支日計表の差

引残高と同額であることを確認した。また，収入証紙の残高についても，３月３１日に現

品を確認しており，数量，額面ともに運用状況調書のとおりであることを確認した。 
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（４）文化・スポーツ振興基金 

事業収入
一般会計
繰  入  金

預金利子 計 事業支出
一般会計
繰  出  金

計

現金 41,941,046 1,020,466 103,000 130,594 1,254,060 4,579,116 102,441 4,681,557 38,513,549

債権 28,153 0 0 △ 28,153 △ 28,153 0 0 0 0

合計 41,969,199 1,020,466 103,000 102,441 1,225,907 4,579,116 102,441 4,681,557 38,513,549

区分
前年度末
現在高

決算年度
末現在高

(単位　円）

減増

決算年度中増減高

 

    本基金の年度末現在高は，現金３８,５１３,５４９円である。現金については，３月分

の例月出納検査時における銀行の残高証明書及び収支日計表の差引残高と同額であること

を確認した。基金運用による益金は，現金に対する利子であり，この益金は，条例の定め

るところにより一般会計予算に計上して整理されている。 

 

（５）奨学資金貸与基金 

(単位　円）

返還金
一 般 会 計
繰 入 金

寄付金 預金利子 計 貸付金
一 般 会 計
繰 出 金

計

現  金 20,496,634 2,458,800 72,311 880,000 31,037 3,442,148 7,680,000 31,037 7,711,037 16,227,745

債  権 27,470,111 △ 2,458,800 △ 40,311 0 0 △ 2,499,111 △ 7,680,000 0 △ 7,680,000 32,651,000

合 計 47,966,745 0 32,000 880,000 31,037 943,037 0 31,037 31,037 48,878,745

区 分
決算年度
末現在高

減前 年 度 末
現 在 高

決　算  年  度　中  増　減　高

増

    本基金の年度末現在高は，現金１６,２２７,７４５円，債権３２,６５１,０００円，計４ 

   ８,８７８,７４５円である。現金については，３月分の例月出納検査時における銀行の残高

証明書及び収支日計表の差引残高と同額であることを確認した。年度中に，２,４５８,８０

０円の返還と７,６８０,０００円の貸し付けであり，現金が４,２６８,８８９円減少し，債

権が５,１８０,８８９円増加した。 

 

 

８ むすび 

以上が，平成２０年度一般会計及び各特別会計決算審査の概要である。 

   平成２０年度の一般会計における決算額は，歳入総額２１,６２８,７９８,１５１円，歳出

総額２０,８６２,０７３,５１２円で差引額７６６,７２４,６３９円となり翌年度へ繰越すべ

き財源１３５,０９５,０００円を差し引いた実質収支額は６３１,６２９,６３９円である。 

 

   一般会計歳入について，総額を前年度と比較すると８２,３２７,３６３円(０.４％)の増加と

なっている。款別決算額で増加となった主なものは，市債が前年度より１７７,４３７,０００

円，繰越金が１１９,７６０,２１１円，地方交付税が１１４,２９８,０００円，繰入金が５１,

９３８,０５４円，地方特例交付金が４１,１９５,０００円である。一方，減少となった主な

ものは，国庫支出金が２９１,８９７,１２９円，地方消費税交付金が３４,３７０,０００円で

ある。 

   一般会計歳入の収入率は，予算現額に対し９４.０％となり前年度より２.９ポイントの減、

調定額に対して８９.１％で前年度より２.４ポイントの減となっている。収入未済額は款別収

入済額の表のとおり２,４９８,０９３,２８９円であり，市債，国庫支出金，諸収入を除くと
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主に市民税，固定資産税，軽自動車税，保育所保護者負担金，市営住宅使用料で，前年度と

比較すると５４,７０９,９４４円(５.６％)減少している。負担の公平性，貴重な財源確保の観

点から引き続き，その解消に一層の努力を望むものである。 

   一般会計歳出について，総額を前年度と比較すると１７,３２１,６０８円(０.１％)の増加と

なっている。款別決算額で増加となった主なものは，民生費で後期高齢者医療特別会計繰出

金５２８,９０７,８０５円，教育費で絹西小学校建設費２１３,４５７,７６４円等である。一

方，減少となった主なものは，土木費の道路新設改良費２５５,４９５,１６２円等である。一

般会計歳出の執行率は，予算現額に対し９０.７％となり前年度より３.０ポイントの減となっ

ている。 

   翌年度繰越額（繰越明許費）１,６７６,８１１,０００円の主なものは，総務費の定額給付

金給付事業１,０８２,０３２,０００円，土木費の道路新設改良費１６７,７７２,０００円，西

幹線整備事業費１５８,３５１,０００円，教育費の小中学校耐震診断業務委託料７９,１７７,

０００円等である。 

 

   特別会計については，各会計を総括すると歳入総額１４,１５８,２１１,３４６円，歳出総

額１３,８４６,９９４,１２９円で，翌年度へ繰越すべき財源７４,６６７,０００円（公共下水

道事業，大生郷特定公共下水道事業）を差し引いた実質収支額は２３６,５５０,２１７円であ

る。 

   収入未済額は，各特別会計で述べたとおり１,１０７,８７６,３１９円（主に国民健康保険

税，公共下水道事業，介護保険料，農業集落排水事業，後期高齢者医療）で前年度より６７,

０７６,２１５円（５.７％）の減少となっているが，平成２０年度４月から新たに事業が開始

された後期高齢者医療において収入未済額が発生しており，初期対応に万全を期され，その

解消に一層の努力と対策を講じるよう望むものである。 

  

   アメリカのサブプライム住宅ローン問題に端を発した金融危機で，昨年９月以降銀行の破

綻等により世界的な不況のため生産，雇用情勢について悪化の状況を示し，家計等への行動

を慎重にさせた。今後，原油，原材料価格の動向には，留意する必要があり，市税等への影

響が懸念されるところである。本年度は、市税全体で約５千万円の減収であり，これは次年

度以降も続くものと思われる。また，市債額は，前年より約１億７千万円の増額となり，財

政状況の硬直化が緩和されるには依然厳しい道程にある。 

   こうした中，歳出面では，継続的に取り組んできた義務的経費の抑制策は，もとより限界

の状況にあり，投資的経費縮減を確実に図らなければならない局面を迎えている。その意味

でも中長期的な展望に立ち，財源の確保や創出，また，歳出を大胆に切り詰めることが求め

られる。厳しい財政状況のもと，行政改革を推進し効率的な財政運営に努力されていること

を評価するとともに，効率的な行政運営を図るために，行政評価システムを着実に実施し，

事務事業の改善に向け取り組んでいくことが求められる。さらに，一般会計から特別会計へ

の繰出金等については，速やかに各会計の決算状況を見極め，一層の効率的な運用を望むも

のである。 

   今後の行財政の運営にあたっては，常総市全体を総合的かつ効果的にとらえ，市民意向を

踏まえた市の身の丈にあった各種事務事業等が展開できるように努めるとともに，地方自治

の本旨である最少の経費で最大の効果をあげるようなお一層の努力を望むものである。 

 

 

 

 

 

 

  

  



 

資 料 



平成２０年度 平成１９年度 比較増減 増減率 平成２０年度 平成１９年度 比較増減 増減率

　　　　　　   　A 　　　　　　 　  B  (A-B)        C             C/B 　　　　　　   　A 　　　　　　   　B  (A-B)         C            C/B

円 円 円 ％ 円 円 円 ％

21,628,798,151 21,546,470,788 82,327,363 0.4 20,862,073,512 20,844,751,904 17,321,608 0.1

 　特　　　別　　　会　　　計 14,158,211,346 18,064,531,217 △ 3,906,319,871 △ 21.6 13,846,994,129 17,662,201,058 △ 3,815,206,929 △ 21.6

7,267,615,312 7,459,381,097 △ 191,765,785 △ 2.6 7,187,686,248 7,208,643,043 △ 20,956,795 △ 0.3

614,999,298 5,363,245,735 △ 4,748,246,437 △ 88.5 545,039,256 5,300,356,941 △ 4,755,317,685 △ 89.7

839,509,080 0 839,509,080 - 807,746,944 0 807,746,944 -

3,226,417,878 3,056,456,164 169,961,714 5.6 3,198,560,395 3,006,795,993 191,764,402 6.4

5,039,750 1,119,500 3,920,250 350.2 3,367,985 1,006,250 2,361,735 234.7

1,533,516,241 1,420,050,539 113,465,702 8.0 1,483,377,708 1,395,647,289 87,730,419 6.3

241,381,534 335,845,928 △ 94,464,394 △ 28.1 196,236,625 326,067,730 △ 129,831,105 △ 39.8

309,184,309 282,963,297 26,221,012 9.3 306,785,081 278,222,967 28,562,114 10.3

120,547,944 145,468,957 △ 24,921,013 △ 17.1 118,193,887 145,460,845 △ 27,266,958 △ 18.7

△ 3,823,992,50839,611,002,00535,787,009,497 △ 3,797,885,32138,506,952,96234,709,067,641△ 9.7

介 護 サ ー ビ ス 事 業

別表１　　会計別歳入歳出決算額前年度比較表

△ 9.9合　　　　　　　計

公 共 下 水 道 事 業

大生郷特定公共下水道事業

農 業 集 落 排 水 事 業

自 動 車 学 校 事 業

歳　　出　　決　　算　　額

老 人 保 健

歳　　入　　決　　算　　額

介 護 保 険

会　 　計　　 別

　 一　　　般　　　会　　　計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療



別表２　　一般会計・特別会計決算及び純計決算書

翌 年 度 へ 実 質 収 支 額
繰越すべき財源 重複決算控除額 純 歳 入 額 重複決算控除額 純 歳 出 額

　　　　　　　D 　E (C-D) 　（繰入金）　F 　　G (A-F） 　（繰出金）　H 　　I (B-H）
　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　円

21,628,798,151 20,862,073,512 766,724,639 135,095,000 631,629,639 0 21,628,798,151 2,079,290,805 18,782,782,707

14,158,211,346 13,846,994,129 311,217,217 74,667,000 236,550,217 2,079,290,805 12,078,920,541 0 13,846,994,129

7,267,615,312 7,187,686,248 79,929,064 0 79,929,064 420,000,000 6,847,615,312 0 7,187,686,248

614,999,298 545,039,256 69,960,042 0 69,960,042 46,195,000 568,804,298 0 545,039,256

839,509,080 807,746,944 31,762,136 0 31,762,136 528,907,805 310,601,275 0 807,746,944

3,226,417,878 3,198,560,395 27,857,483 0 27,857,483 487,676,000 2,738,741,878 0 3,198,560,395

5,039,750 3,367,985 1,671,765 0 1,671,765 1,202,000 3,837,750 0 3,367,985

1,533,516,241 1,483,377,708 50,138,533 31,667,000 18,471,533 402,276,000 1,131,240,241 0 1,483,377,708

241,381,534 196,236,625 45,144,909 43,000,000 2,144,909 0 241,381,534 0 196,236,625

309,184,309 306,785,081 2,399,228 0 2,399,228 193,034,000 116,150,309 0 306,785,081

120,547,944 118,193,887 2,354,057 0 2,354,057 0 120,547,944 0 118,193,887

2,079,290,805 2,079,290,805

　　　会 　　　　計　　　　 別　　　　

　一　　　般　　　会　　　計　　

　特　　　別　　　会　　　計　　

介 護 サ ー ビ ス 事 業

国 民 健 康 保 険

老 人 保 健

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

大生郷特定公共下水道事業

農 業 集 落 排 水 事 業

34,709,067,641

純　　計　　決　　算　　表

歳入額　　A 歳出額　　B 差引額　　C
歳　　　入 歳　　　出

総　　計　　決　　算　　表

32,629,776,83633,707,718,6921,077,941,856 209,762,000 868,179,856

自 動 車 学 校 事 業

合　　　　　　計 35,787,009,497

公 共 下 水 道 事 業



別表　３　

処 分 額 件 数
円 件

59,630,944 5,005 　　地方税法　第１５条の７　第１項 　第１号  　103件　　

90,818,177 1,712

1,114,050 279 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　第３号   1,412件　　

0 0 　　   　　　　　 　第１８条　  　第１項              5,157件　　

4,778,070 -

0

156,341,241 6,996

処 分 額 件 数
円 件

　　地方税法　第１５条の７　第１項　  第１号  23件　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　第２号 　75件　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　第３号   70件　　
　　　　　　　　　  第１８条     　第１項　 　     4,426件　　

処 分 額 件 数
円 件

　　介護保険法　第２００条　第１項　　　   　　368件　　

8,698,200

不納欠損処分状況　　〔　 市　　　 　　税 　〕

区　　　　分

固 定 資 産 税

480,713,616

都 市 計 画 税

合　　　　計

調 定 額

市 民 税

5,444,942,782

130,716,150

286,095,586

11,494,585,334

市 町 村 た ば こ 税

特 別 土 地 保 有 税

不納欠損処分状況　　〔　国民健康保険　〕

区　　　　分 調 定 額

3,396,132,940

重　　　た　　　る　　　事　　　由

5,143,419,000

円

軽 自 動 車 税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　第２号　   324件　　

欠 損 処 分 の 状 況

不納欠損処分状況　　〔　 介 護 保 険 　 〕

区　　　　分 調 定 額
欠 損 処 分 の 状 況

重　　　た　　　る　　　事　　　由

円

96,239,268 4,594

欠 損 処 分 の 状 況

国　民　健　康　保　険　税

重　　　た　　　る　　　事　　　由

介 護 保 険 料

円

542,566,675 1,696,750 368



別表別表別表別表４４４４（（（（特別会計特別会計特別会計特別会計））））    

    

（１） 国民健康保険特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

１　国民健康
　　保険税

2,258,605,000 3,396,132,940 2,245,674,111 96,239,268 1,054,219,561 99.4 66.1

２　手数料 100,000 4,770,950 1,028,600 229,700 3,512,650 1,028.6 21.6

３　国庫支出金 2,041,579,000 1,908,554,976 1,908,554,976 0 0 93.5 100.0

４　療養給付費
　　交付金

285,482,000 367,905,000 367,905,000 0 0 128.9 100.0

５　前期高齢者
交付金

699,420,000 794,559,910 794,559,910 0 0 113.6 100.0

６　県支出金 369,541,000 363,524,624 363,524,624 0 0 98.4 100.0

７　共同事業
　　交付金

882,842,000 867,779,375 867,779,375 0 0 98.3 100.0

８　財産収入 53,000 68,887 68,887 0 0 130.0 100.0

９　繰入金 420,000,000 420,000,000 420,000,000 0 0 100.0 100.0

10　繰越金 250,738,000 250,738,054 250,738,054 0 0 100.0 100.0

11 諸収入 27,093,000 47,781,775 47,781,775 0 0 176.4 100.0

合　　計 7,235,453,000 8,421,816,491 7,267,615,312 96,468,968 1,057,732,211 100.4 86.3

収入未済額
収入割合

区　　　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

  
 

イ 歳出の決算状況 

  

区　　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率
円 円 円 円 ％

１　総務費 170,856,000 168,191,160 0 2,664,840 98.4

２　保険給付費 4,629,725,000 4,615,475,040 0 14,249,960 99.7

３　後期高齢者支援金等 917,214,000 917,053,113 0 160,887 100.0

４　前期高齢者納付金等 1,235,000 1,234,815 0 185 100.0

５　老人保健拠出金 206,265,000 206,263,590 0 1,410 100.0

６　介護納付金 401,053,000 399,898,992 0 1,154,008 99.7

７　共同事業拠出金 826,125,000 813,816,092 0 12,308,908 98.5

８　保健事業費 41,791,000 38,964,688 0 2,826,312 93.2

９　基金積立金 69,000 69,000 0 0 100.0

10　公債費 26,000 0 0 26,000 0.0

11　諸支出金 33,135,000 26,719,758 0 6,415,242 80.6

12 予備費 7,959,000 0 0 7,959,000 0.0

合　　　計 7,235,453,000 7,187,686,248 0 47,766,752 99.3
 

 

 



   

（２）老人保健特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定

円 円 円 円 ％ ％

１　支払基金交付金 279,580,000 280,804,104 280,804,104 0 100.4 100.0

２　国庫支出金 151,117,000 179,206,756 179,206,756 0 118.6 100.0

３　県支出金 34,681,000 37,837,000 37,837,000 0 109.1 100.0

４　繰入金 46,195,000 46,195,000 46,195,000 0 100.0 100.0

５　繰越金 62,888,000 62,888,794 62,888,794 0 100.0 100.0

６　諸収入 8,014,000 8,067,644 8,067,644 0 100.7 100.0

　　　合　　　　　　計 582,475,000 614,999,298 614,999,298 0 105.6 100.0

収入未済額
収入割合

区　　　　　分 予算現額 調定額 収入済額

 
 
イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

1 　総務費 4,761,000 3,779,995 981,005 79.4

２　医療諸費 522,613,000 486,506,214 36,106,786 93.1

３　諸支出金 54,849,000 54,753,047 95,953 99.8

４　予備費 252,000 0 252,000 0.0

合       計 582,475,000 545,039,256 37,435,744 93.6
 

 

 

（３）後期高齢者医療特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定

円 円 円 円 ％ ％

１　後期高齢者医療保険料 303,916,000 307,368,000 305,324,100 2,043,900 100.5 99.3

２　手数料 1,000 127,300 106,700 20,600 10,670.0 83.8

３　繰入金 528,909,000 528,907,805 528,907,805 0 100.0 100.0

４　諸収入 5,065,000 4,949,975 4,949,975 0 97.7 100.0

５　国庫支出金 219,000 220,500 220,500 0 100.7 100.0

　　　合　　　　　　計 838,110,000 841,573,580 839,509,080 2,064,500 100.2 99.8

収入未済額
収入割合

区　　　　　分 予算現額 調定額 収入済額

 
 

 

 

 

 

 

 

 



   

イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

1 　総務費 6,199,000 6,102,423 96,577 98.4

２　後期高齢者医療広域連合納付金 825,647,000 796,707,905 28,939,095 96.5

３　保健事業費 5,263,000 4,936,616 326,384 93.8

４　諸支出金 1,000 0 1,000 0.0

５　予備費 1,000,000 0 1,000,000 0.0

合       計 838,110,000 807,746,944 30,363,056 96.4
 

 

 

（４）介護保険特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

１　保険料 521,224,000 542,566,675 522,961,750 1,696,750 17,908,175 100.3 96.4

２　使用料及び
    手数料

80,000 372,950 97,100 18,450 257,400 121.4 26.0

３　国庫支出金 736,402,000 745,866,316 745,866,316 0 0 101.3 100.0

４　支払基金
    交付金

923,152,000 916,203,640 916,203,640 0 0 99.2 100.0

５　県支出金 444,779,000 446,267,602 446,267,602 0 0 100.3 100.0

６　財産収入 1,213,000 963,847 963,847 0 0 79.5 100.0

７　繰入金 543,222,000 543,222,000 543,222,000 0 0 100.0 100.0

８　繰越金 49,660,000 49,660,171 49,660,171 0 0 100.0 100.0

９  諸収入 307,000 1,175,452 1,175,452 0 0 382.9 100.0

合   計 3,220,039,000 3,246,298,653 3,226,417,878 1,715,200 18,165,575 100.2 99.4

収入未済額
収入割合

区   分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

 
 

 
 イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

１　総務費 144,607,000 142,280,122 2,326,878 98.4

２　保険給付費 2,955,852,000 2,943,934,867 11,917,133 99.6

３　地域支援事業費 68,025,000 66,224,381 1,800,619 97.4

４　基金積立金 31,364,000 31,251,848 112,152 99.6

５　諸支出金 15,204,000 14,869,177 334,823 97.8

６　予備費 4,987,000 0 4,987,000 0.0

合　　　計 3,220,039,000 3,198,560,395 21,478,605 99.3
 

 

 

 



   

（５） 介護サービス事業特別会計  

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

１　サービス収入 3,847,000 3,724,500 3,724,500 0 0 96.8 100.0

２　繰入金 1,202,000 1,202,000 1,202,000 0 0 100.0 100.0

３　繰越金 0 113,250 113,250 0 0 - 100.0

合   計 5,049,000 5,039,750 5,039,750 0 0 99.8 100.0

収入未済額
収入割合

区   分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

 
 

イ 歳出の決算状況 

区　　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

1 　総務費 474,000 380,185 93,815 80.2

２　事業費 3,373,000 2,987,800 385,200 88.6

３　予備費 1,202,000 0 1,202,000 0.0

合       計 5,049,000 3,367,985 1,681,015 66.7
 

 

 

（６）公共下水道事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

１　負担金 132,071,000 157,049,370 132,666,660 930,000 23,452,710 100.5 84.5

２　使用料及び
　　手数料

128,704,000 139,684,934 137,782,630 0 1,902,304 107.1 98.6

３　国庫支出金 410,680,000 300,580,000 300,580,000 0 0 73.2 100.0

４　繰入金 402,276,000 402,276,000 402,276,000 0 0 100.0 100.0

５　繰越金 25,403,000 24,403,250 24,403,250 0 0 96.1 100.0

６　諸収入 10,909,000 10,907,701 10,907,701 0 0 100.0 100.0

７　市債 716,900,000 524,900,000 524,900,000 0 0 73.2 100.0

合   計 1,826,943,000 1,559,801,255 1,533,516,241 930,000 25,355,014 83.9 98.3

収入未済額
収入割合

区  分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

 
 

イ 歳出の決算状況 

 

区     分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

円 円 円 円 ％

１　公共下水道
　　事業費

1,372,333,000 1,030,577,772 333,767,000 7,988,228 75.1

２　公債費 452,801,000 452,799,936 0 1,064 100.0

３　予備費 1,809,000 0 0 1,809,000 0.0

合     計 1,826,943,000 1,483,377,708 333,767,000 9,798,292 81.2
 

 



   

（７）大生郷特定公共下水道事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定
円 円 円 円 円 ％ ％

１　負担金 28,152,000 28,151,700 28,151,700 0 0 100.0 100.0

２　使用料及び
    手数料

56,267,000 55,870,555 55,870,555 0 0 99.3 100.0

３　国庫支出金 44,600,000 20,000,000 20,000,000 0 0 44.8 100.0

４　財産収入 2,957,000 2,978,288 2,978,288 0 0 100.7 100.0

５　繰入金 82,092,000 80,900,000 80,900,000 0 0 98.5 100.0

６　繰越金 9,778,000 9,778,198 9,778,198 0 0 100.0 100.0

７　諸収入 8,724,000 8,702,793 8,702,793 0 0 99.8 100.0

８　市債 78,100,000 35,000,000 35,000,000 0 0 44.8 100.0

合   計 310,670,000 241,381,534 241,381,534 0 0 77.7 100.0

収入未済額
収入割合

区   分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

 
 

 イ 歳出の決算状況 

 

区　　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不 用 額 執行率

円 円 円 円 ％

１　特定公共下水道
　　事業費

305,563,000 193,962,477 110,700,000 900,523 63.5

２  公債費 2,714,000 2,274,148 0 439,852 83.8

３　予備費 2,393,000 0 0 2,393,000 0.0

合　　　計 310,670,000 196,236,625 110,700,000 3,733,375 63.2
 

 
 

（８）農業集落排水事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

対予算 対調定

円 円 円 円 ％ ％

１　使用料 76,341,000 82,168,998 77,609,979 4,559,019 101.7 94.5

２　繰入金 193,034,000 193,034,000 193,034,000 0 100.0 100.0

３　繰越金 5,740,000 4,740,330 4,740,330 0 82.6 100.0

４　諸収入 1,000 0 0 0 0.0 -

５　市債 33,800,000 33,800,000 33,800,000 0 100.0 100.0

合　　計 308,916,000 313,743,328 309,184,309 4,559,019 100.1 98.5

収入未済額
収入割合

区　　分 予算現額 調定額 収入済額

  
 

 

 

 

 

 

 



   

イ 歳出の決算状況 

 

区　　分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

１　農業集落排水事業費 97,269,000 95,282,894 1,986,106 98.0

２　公債費 211,590,000 211,502,187 87,813 100.0

３　予備費 57,000 0 57,000 0.0

合　　計 308,916,000 306,785,081 2,130,919 99.3
 

 

 
（９）自動車学校事業特別会計 

 

ア 歳入の決算状況 

 

対予算 対調定
円 円 円 円 ％ ％

１　事業収入 79,085,000 76,700,825 76,700,825 0 97.0 100.0

２　財産収入 446,000 419,398 419,398 0 94.0 100.0

３　繰入金 16,136,000 10,000,000 10,000,000 0 62.0 100.0

４　繰越金 1,000,000 8,112 8,112 0 0.8 100.0

５　諸収入 38,638,000 33,419,609 33,419,609 0 86.5 100.0

合   計 135,305,000 120,547,944 120,547,944 0 89.1 100.0

収入未済額
収入割合

区  分 予算現額 調定額 収入済額

 
 

 

イ 歳出の決算状況 

 

区     分 予算現額 支出済額 不 用 額 執行率

円 円 円 ％

１　総務費 33,423,000 28,396,507 5,026,493 85.0

２　教務費 94,502,000 89,797,380 4,704,620 95.0

３　予備費 7,380,000 0 7,380,000 0.0

合     計 135,305,000 118,193,887 17,111,113 87.4
 


